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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリウレタン（Ａ）によって少なくとも部分的に被覆された顔料（Ｂ）を含み、さらに
少なくとも一種の重合防止剤（Ｃ）を含む水性分散液であって、
　ポリウレタン（Ａ）が、
　（ａ）１５質量％～７０質量％の、一分子あたり平均で１～１０個のアロファナート基
及び平均で１～１０個のＣ－Ｃ二重結合を含むジ又はポリイソシアネート、及び
　（ｂ）０質量％～６０質量％の他のジ又はポリイソシアネートを、
　（ｃ）５質量％～５０質量％の、少なくとも２個のイソシアネート反応性基を有する化
合物と（質量％は、ポリウレタン（Ａ）の全量に基づく）、
　反応させることにより得られるものであり、
　前記重合防止剤（Ｃ）が、ＵＶ吸収剤及びフリーラジカル捕捉剤から選択され、且つ
　前記重合防止剤（Ｃ）が、ポリウレタン（Ａ）及び顔料（Ｂ）の合計量に対して、０．
１～１質量％添加されていることを特徴とする水性分散液。
【請求項２】
　前記ＵＶ吸収剤が、シュウ酸アニリド、トリアジン、ベンゾトリアゾール、ベンゾフェ
ノン、ヒドロキシベンゾフェノン、ハイドロキノン、及びハイドロキノンモノアルキルエ
ーテルからなる群から選択される請求項１に記載の水性分散液。
【請求項３】
　前記フリーラジカル捕捉剤が、立体障害ヒンダードアミン及び置換フェノールからなる
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群から選択される請求項１に記載の水性分散液。
【請求項４】
　前記フリーラジカル捕捉剤が、２，２，６，６－テトラメチルピペラジン、２，６－ジ
－ｔｅｒｔ－ブチルピペリジン、及びこれらの誘導体、並びにｔｅｒｔ－アルキル－置換
フェノールからなる群から選択される請求項１に記載の水性分散液。
【請求項５】
　ジ又はポリイソシアネート（ａ）が、少なくとも一種のジ又はポリイソシアネート（ａ
１）を、下記一般式Ｉ
【化１】

（式中、
　Ｒ1及びＲ2は、同一又は異なり、水素及びＣ1～Ｃ10アルキルから独立して選択され、
Ｘ1は、酸素及びＮ－Ｒ3から選択され、
　Ａ1は、Ｃ1～Ｃ4アルキル、フェニル、又はＯ－Ｃ1～Ｃ4アルキルによって、非置換で
あるか又は単置換若しくは多置換されたＣ1～Ｃ20アルキレンから選択され、且つ一種以
上の隣接していないＣＨ2基が酸素によって置換されていてもよく、
　Ｘ2は、水酸基及びＮＨ－Ｒ3から選択され、
　Ｒ3は、それぞれ同一又は異なり、水素、Ｃ1～Ｃ10アルキル、及びフェニルから選択さ
れる）
で示される少なくとも一種の化合物と反応させることにより製造される請求項１～４のい
ずれか１項に記載の水性分散液。
【請求項６】
　少なくとも２個のイソシアネート反応性基を有する少なくとも一種の化合物（ｃ）が、
１，１，１－トリメチロール－Ｃ1～Ｃ4－アルキルカルボン酸、クエン酸、１，１－ジメ
チロール－Ｃ1～Ｃ4－アルキルカルボン酸、１，１－ジメチロール－Ｃ1～Ｃ4－アルキル
スルホン酸、一分子あたり平均で３～３００個のＣ2～Ｃ3アルキレンオキサイド単位を有
するポリ－Ｃ2～Ｃ3－アルキレングリコール、ＣＯＯＭ又はＳＯ3Ｍ基を有する親水性ポ
リアミン（ここで、Ｍは、アルカリ金属イオン及びアンモニウムイオンから選択される）
、少なくとも一種の脂肪族又は脂環式ジオールと、少なくとも一種の脂肪族、芳香族、又
は脂環式ジカルボン酸との重縮合によって製造されるポリエステルジオールから選択され
る請求項１～５のいずれか１項に記載の水性分散液。
【請求項７】
　ジ又はポリイソシアネート（ｂ）と、少なくとも２個のイソシアネート反応性基を有す
る化合物（ｃ）との反応により得られる少なくとも一種のポリウレタン（Ｄ）をさらに含
む請求項１～６のいずれか１項に記載の水性分散液。
【請求項８】
　顔料（Ｂ）が、ポリウレンタン（Ｄ）により部分的に被覆されている請求項７に記載の
水性分散液。
【請求項９】
　ポリウレタン（Ａ）のガラス転移温度Ｔgが、６０℃以下である請求項１～８のいずれ
か１項に記載の水性分散液。
【請求項１０】
　少なくとも一種の光開始剤（Ｅ）を含む請求項１～９のいずれか１項に記載の水性分散
液。
【請求項１１】
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　ポリウレタン（Ａ）が、
　（ａ）１５質量％～７０質量％の、一分子あたり平均で１～１０個のアロファナート基
及び平均で１～１０個のＣ－Ｃ二重結合を含むジ又はポリイソシアネート、及び
　（ｂ）０質量％～６０質量％の他のジ又はポリイソシアネートを、
　（ｃ）５質量％～５０質量％の、少なくとも２個のイソシアネート反応性基を有する化
合物、及び
　（ｄ）一般式Ｉで示される化合物と（質量％は、ポリウレタン（Ａ）の全量に基づく）
、
　反応させることにより得られるものである請求項１～１０のいずれか１項に記載の水性
分散液。
【請求項１２】
　請求項１～１１のいずれか１項に記載の水性分散液を製造する方法であって、
　少なくとも一種の顔料（Ｂ）を、少なくとも一種のポリウレタン（Ａ）及び少なくとも
一種の重合防止剤（Ｃ）と分散させる工程を含む水性分散液の製造方法。
【請求項１３】
　更に、前記分散工程の前又は後に少なくとも一種のポリウレタン（Ｄ）を添加する工程
を含む請求項１２に記載の方法。
【請求項１４】
　分散を、ボールミル中で行う請求項１２又は１３に記載の方法。
【請求項１５】
　請求項１～１１のいずれか１項に記載の水性分散液を、基材の染色又は印刷用の製剤と
して、又はその製造に使用する方法。
【請求項１６】
　請求項１～１１のいずれか１項に記載の水性分散液の少なくとも一種を利用する工程を
含む基材の染色又は印刷方法。
【請求項１７】
　請求項１６に記載の方法によって染色又は印刷された基材。
【請求項１８】
　請求項１～１１のいずれか１項に記載の水性分散液の少なくとも一種を利用する工程を
含むインクジェット方式用インクの製造方法。
【請求項１９】
　請求項１～１１のいずれか１項に記載の水性分散液の少なくとも一種を含むインクジェ
ット方式用インク。
【請求項２０】
　請求項１９に記載のインクジェット方式用インクを利用する工程を含む基材の印刷方法
。
【請求項２１】
　請求項２０に記載の方法により得られる印刷基材。
【請求項２２】
　少なくとも一種の顔料（Ｂ）、少なくとも一種の重合防止剤（Ｃ）、及び少なくとも一
種のポリウレタン（Ａ）を分散させることにより製造される少なくとも部分的に被覆され
た顔料であって、
　ポリウレタン（Ａ）が、
　（ａ）１５質量％～７０質量％の、一分子あたり平均で１～１０個のアロファナート基
及び平均で１～１０個のＣ－Ｃ二重結合を含むジ又はポリイソシアネート、及び
　（ｂ）０質量％～６０質量％の他のジ又はポリイソシアネートを、
　（ｃ）５質量％～５０質量％の、少なくとも２個のイソシアネート反応性基を有する化
合物と（質量％は、ポリウレタン（Ａ）の全量に基づく）、
　反応させることにより得られるものであり、前記重合防止剤（Ｃ）が、ＵＶ吸収剤及び
フリーラジカル捕捉剤から選択され、且つ
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　前記重合防止剤（Ｃ）が、ポリウレタン（Ａ）及び顔料（Ｂ）の合計量に対して、０．
１～１質量％添加されていることを特徴とする少なくとも部分的に被覆された顔料。
【請求項２３】
　ジ又はポリイソシアネート（ａ）が、少なくとも一種のジ又はポリイソシアネート（ａ
１）を、下記一般式Ｉ
【化２】

（式中、
　Ｒ1及びＲ2は、同一又は異なり、水素及びＣ1～Ｃ10アルキルから独立して選択され、
　Ｘ1は、酸素及びＮ－Ｒ3から選択され、
　Ａ1は、Ｃ1～Ｃ4アルキル、フェニル、又はＯ－Ｃ1～Ｃ4アルキルによって、非置換で
あるか又は単置換若しくは多置換されたＣ1～Ｃ20アルキレンから選択され、且つ一種以
上の隣接していないＣＨ2基が酸素によって置換されていてもよく、
　Ｘ2は、水酸基及びＮＨ－Ｒ3から選択され、
　Ｒ3は、それぞれ同一又は異なり、水素、Ｃ1～Ｃ10アルキル、及びフェニルから選択さ
れる）
で示される少なくとも一種の化合物と反応させることにより調製される請求項２２に記載
の少なくとも部分的に被覆された顔料。
【請求項２４】
　ポリウレタン（Ａ）が
　（ａ）１５質量％～７０質量％の、一分子あたり平均で１～１０個のアロファナート基
及び平均で１～１０個のＣ－Ｃ二重結合を含むジ又はポリイソシアネート、及び
　（ｂ）０質量％～６０質量％の他のジ又はポリイソシアネートを、
　（ｃ）５質量％～５０質量％の、少なくとも２個のイソシアネート反応性基を有する化
合物、及び
　（ｄ）一般式Ｉ

【化３】

（式中、
　Ｒ1及びＲ2は、同一又は異なり、水素、Ｃ1～Ｃ10アルキルから独立して選択され、
　Ｘ1は、酸素及びＮ－Ｒ3から選択され、
　Ａ1は、Ｃ1～Ｃ4アルキル、フェニル、又はＯ－Ｃ1～Ｃ4アルキルによって、非置換で
あるか又は単置換若しくは多置換されたＣ1～Ｃ20アルキレンから選択され、且つ一種以
上の隣接していないＣＨ2基が酸素によって置換されていてもよく、
　Ｘ2は、水酸基及びＮＨ－Ｒ3から選択され、
　Ｒ3は、それぞれ同一又は異なり、水素、Ｃ1～Ｃ10アルキル、及びフェニルから選択さ
れる）
で示される化合物と、
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　反応させることにより得られるものである請求項２２又は２３に記載の少なくとも部分
的に被覆された顔料。
【請求項２５】
　（ａ）１５質量％～７０質量％の、一分子あたり平均で１～１０個のアロファナート基
及び平均で１～１０個のＣ－Ｃ二重結合を含むジ又はポリイソシアネート、及び
　（ｂ）０質量％～６０質量％の他のジ又はポリイソシアネートを、
　（ｃ）５質量％～５０質量％の、少なくとも２個のイソシアネート反応性基を有する化
合物、及び
　（ｄ）一般式Ｉ
【化４】

（式中、
　Ｒ1及びＲ2は、同一又は異なり、水素、Ｃ1～Ｃ10アルキルから独立して選択され、
　Ｘ1は、酸素及びＮ－Ｒ3から選択され、
　Ａ1は、Ｃ1～Ｃ4アルキル、フェニル、又はＯ－Ｃ1～Ｃ4アルキルによって、非置換で
あるか又は単置換若しくは多置換されたＣ1～Ｃ20アルキレンから選択され、且つ一種以
上の隣接していないＣＨ2基が酸素によって置換されていてもよく、
　Ｘ2は、水酸基及びＮＨ－Ｒ3から選択され、
　Ｒ3は、それぞれ同一又は異なり、水素、Ｃ1～Ｃ10アルキル、及びフェニルから選択さ
れる）
で示される少なくとも一種の化合物と（質量％は、ポリウレタンの全量に基づく）、
反応させることにより製造されるポリウレタン。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ポリウレタン（Ａ）によって少なくとも部分的に被覆された顔料（Ｂ）を含
み、さらに少なくとも一種の重合防止剤（Ｃ）を含む水性分散液であって、
ポリウレタン（Ａ）が、
　（ａ）１５質量％～７０質量％の、一分子あたり平均で１～１０個のアロファナート基
及び平均で１～１０個のＣ－Ｃ二重結合を含むジ又はポリイソシアネート、及び
　（ｂ）０質量％～６０質量％の他のジ又はポリイソシアネートを、
　（ｃ）５質量％～５０質量％の、少なくとも２個のイソシアネート反応性基を有する化
合物と（質量％は、ポリウレタン（Ａ）の全量に基づく）、
　反応させることにより得られるものであり、
　前記重合防止剤（Ｃ）が、ＵＶ吸収剤及びフリーラジカル捕捉剤から選択され、且つ前
記重合防止剤（Ｃ）が、ポリウレタン（Ａ）及び顔料（Ｂ）の合計量に対して、０．１～
１質量％添加されていることを特徴とする水性分散液を提供する。
【０００２】
　さらに、本発明は、本発明の少なくとも部分的に被覆された顔料及び本発明の水性分散
液の製造、及びそれらの用途に関する。
【背景技術】
【０００３】
　顔料をさらに処理して記録液、特にインクなどを製造するために、顔料を液体、特に水
性媒体中に分散させることが頻繁に必要とされる。インクジェット法（サーマルインクジ
ェット、ピアゾインクジェット、連続インクジェット、転写印刷方式など）に用いられる
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インクには、特に厳しい要件が置かれる：それらは、印刷に好適な粘度及び表面張力を有
している必要があり、貯蔵時に安定でなければならない、すなわち凝固又は凝集すべきで
はなく、プリンターノズルの目詰まりを招いてはならない。これは、分散された、すなわ
ち溶解していない着色剤粒子を含むインクの場合に特に問題がある。貯蔵時における安定
性として、これらの記録液、特にインクには、分散された着色剤粒子が堆積しないことが
さらに要求される。さらに、連続インクジェットの場合、電導度塩の添加に対して安定で
あり、イオン含有量の増加につれてフロックが形成する可能性もないことが必要とされる
。また、得られた印刷物が、色彩要件を満たしていなければならない。すなわち、光沢や
陰影の深さを示し、適切な場合には定着などの後処理後、乾燥摩擦堅牢性、光堅牢性、水
堅牢性、湿潤摩擦堅牢性などの優れた堅牢性及び優れた乾燥性を有している必要がある。
【０００４】
　乾燥摩擦堅牢性、湿潤乾燥堅牢性、及び洗濯堅牢性などの特に優れた堅牢性を印刷基材
に確保するために、印刷物をいわゆる放射線硬化を介して定着することができる。いわゆ
る放射線硬化性インクは、この目的のために用いられる（参照、特許文献１及び２）。放
射線硬化性インクジェットインクは、通常、化学線に暴露することにより硬化する金属を
含む。さらに、放射線硬化性インクジェットインクでは、光開始剤も含まれる。
【０００５】
　特許文献３では、アロファナート基を含む放射線硬化性ポリウレタンを含む水性分散液
、及び当該分散液をインクジェットインクに使用することが開示されている。開示されて
いるインクジェットインクを印刷し、化学線を照射することにより、優れた堅牢性を有す
る印刷基材が得られる。しかしながら、多くの場合、印刷物を硬化させるために化学線に
依存する必要があることは実際には望ましくない。平面でない基板上の印刷物の均一な硬
化は、放射線源に最適な形状を予め必要条件とし、これは常に確実ではない。しかしなが
ら、特許文献３で開示されたインクでは、問題となっているインクが安定剤（遊離基補足
剤、重合防止剤）を用いずに製造された場合にのみ、熱硬化を行うことができる。一方、
このようなインクは、ある場合では貯蔵期間に限界がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】ＵＳ５，６２３，００１
【特許文献２】ＥＰ０９９３４９５
【特許文献３】ＷＯ２００６／０８９９３３
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明の目的は、顔料の水性分散液を提供することである。また、本発明の目的は、
化学線及び／又は熱により特に効率よく硬化することが可能であり、長い貯蔵期間を有す
るインクジェット法用インクを提供することである。また、本発明の目的は、前記インク
ジェット法用インクの製造方法を提供する。さらに、本発明の目的は、印刷基材、特に、
優れた手触り及び堅牢性を有する印刷織物基材を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　我々は、上記目的が、冒頭に記載した水性分散液により達成されることを見出した。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　ここで使用する用語“インクジェット法用インク”と“インクジェットインク”とは、
同じものである。
【００１０】
　本発明の目的では、ポリウレタンは、ウレタン基によって結合したポリマーだけでなく
、より一般的な意味で活性水素原子を有する化合物とジ又はポリイソシアネートとの反応
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によって得られるポリマーであると解釈すべきである。したがって、本発明の目的におい
て、ポリウレタンは、ウレタン基と同様に、尿素、アロファナート、ビウレット、カルボ
ジイミド、アミド、エステル、エーテル、ウレトンイミン、ウレチジオン、イソシアヌレ
ート、又はオキサソリジン基を含んでいてもよい。一般的な参考文献として、次のものが
挙げられる：Ｋｕｎｓｔｓｔｏｆｆｈａｎｄｂｕｃｈ／Ｓａｅｃｈｔｌｉｎｇ、第２６版
、Ｃａｒｌ－Ｈａｎｓｅｒ出版社、ミュンヘン　１９９５、第４９１頁、参照。より特別
には、本発明の目的のため、ポリウレタンはアロファナート基を含む。
【００１１】
　本発明の一実施形態では、ポリウレタン（Ａ）は超分岐鎖ポリウレタンではない。超分
岐ポリウレタンは、知られており、例えばＪ．Ｍ．Ｓ．－Ｒｅｖ．Ｍａｃｒｏｍｏｌ．Ｃ
ｈｅｍ．Ｐｈｙｓ．１９９７、Ｃ３７（３）、５５５において記載されている。
【００１２】
　本発明による水性分散液は、ポリウレタン（Ａ）よって少なくとも部分的に被覆された
顔料（Ｂ）を含む。
【００１３】
　以下、“少なくとも一種のポリウレタンよって少なくとも部分的に被覆された顔料”と
は、外面がポリウレタン（Ａ）によって完全に又は部分的に被覆された粒子状の顔料を意
味する。特定の割合の顔料粒子がポリウレタン（Ａ）によって被覆されていないものと、
他の顔料粒子の外面が完全に又は部分的にポリウレタン（Ａ）によって被覆されているも
のと、双方の粒子状顔料の混合物も同様に“ポリウレタン（Ａ）によって少なくとも部分
的に被覆された顔料”の定義に含まれる。
【００１４】
　ポリウレタン（Ａ）は、一種以上のポリウレタン（Ａ）を含んでいてもよい。二種以上
のポリウレタン（Ａ）を含む場合、ポリウレタン（Ａ）と関連する数値データは、常に、
ポリウレタン（Ａ）の総量に基づく。
【００１５】
　本発明の一実施形態において、少なくとも一種のポリウレタン（Ａ）によって少なくと
も部分的に被覆された顔料は、その外面の少なくとも１０％、好ましくは少なくとも２０
％、より好ましくは少なくとも３０％をポリウレタン（Ａ）によって被覆される。
【００１６】
　被覆された度合いは、光学顕微鏡又は電子顕微鏡法（ＴＥＭ、ｃｒｙｏ－ＴＥＭ、ＳＥ
Ｍ）などの顕微鏡法によるゼータ電位の測定によって決定でき、特にフリーズラクチャー
調製技術を用いた、乾燥させた少なくとも部分的に被覆された顔料へのＮＭＲ分光法又は
光電子分光法によって測定することができる。
【００１７】
　本発明では、少なくとも部分的に被覆された顔料（Ｂ）は、ドイツ標準規格ＤＩＮ５５
９４４により、実質的に水に不溶の微粉化された、有機又は無機の顔料を少なくとも部分
的に被覆することにより得られる。本発明の水性分散液は、カーボンブラックを含む有機
顔料から製造されるのが好ましい。特に好ましい顔料（Ｂ）の例を、以下に列挙する。
【００１８】
　有機顔料：
－モノアゾ顔料：Ｃ．Ｉ．ピグメントブラウン２５；Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ５、１
３、３６及び６７；Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１、２、３、５、８、９、１２、１７、２
２、２３、３１、４８：１、４８：２、４８：３、４８：４、４９、４９：１、５２：１
、５２：２、５３、５３：１、５３：３、５７：１、６３、１１２、１４６、１７０、１
８４、２１０、２４５及び２５１；Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１、３、７３、７４、６
５、９７、１５１及び１８３；
－ジアゾ顔料：Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ１６、３４及び４４；Ｃ．Ｉ．ピグメントレ
ッド１４４、１６６、２１４及び２４２；Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２、１３、１４
、１６、１７、８１、８３、１０６、１１３、１２６、１２７、１５５、１７４、１７６
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及び１８８；
－アントアントロン（ａｎｔｈａｎｔｈｒｏｎｅ）顔料：Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１６
８（Ｃ．Ｉ．Ｖａｔオレンジ３）；
－アントラキノン顔料：Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１４７及び１７７；Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントバイオレット３１；
－アントラキノン顔料：Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１４７及び１７７；Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントバイオレット３１；
－アントラピリミジン顔料：Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１０８（Ｃ．Ｉ．Ｖａｔイエロ
ー２０）；
－キナクドリン顔料：Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１２２、２０２及び２０６；Ｃ．Ｉ．ピ
グメントバイオレット１９；
－キノフタロン顔料：Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１３８；
－ジオキサジン顔料：Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット２３及び３７；
－フラバントロン顔料：Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー２４（Ｃ．Ｉ．Ｖａｔイエロー１）
；
－インダントロン顔料：Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー６０（Ｃ．Ｉ．Ｖａｔブルー４）及び
６４（Ｃ．Ｉ．Ｖａｔブルー６）；
－イソインドリン顔料：Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ６９；Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２
６０；Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１３９及び１８５；
－イソインドリノン顔料：Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ６１；Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド
２５７及び２６０；Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１０９、１１０、１７３及び１８５；
－イソビオラントロン顔料：Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット３１（Ｃ．Ｉ．Ｖａｔバイ
オレット１）；
－金属錯体顔料：Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１１７、１５０及び１５３；Ｃ．Ｉ．ピグ
メントグリーン８；
－ペリノン顔料：Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ４３（Ｃ．Ｉ．Ｖａｔオレンジ７）；Ｃ．
Ｉ．ピグメントレッド１９４（Ｃ．Ｉ．Ｖａｔレッド１５）；
－ペリレン顔料：Ｃ．Ｉ．ピグメントブラック３１及び３２；Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド
　１２３、１４９、１７８、１７９（Ｃ．Ｉ．Ｖａｔレッド２３）、１９０（Ｃ．Ｉ．Ｖ
ａｔレッド２９）及び２２４；Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット２９；
－フタロシアニン顔料：Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５、１５：１、１５：２、１５：３
、１５：４、１５：６及び１６；Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン７及び３６；
－ピラントロン顔料：Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ５１；Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２１
６（Ｃ．Ｉ．Ｖａｔオレンジ４）；
－チオインディゴ顔料：Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド８８及び１８１（Ｃ．Ｉ．Ｖａｔレッ
ド１）；Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレット３８（Ｃ．Ｉ．Ｖａｔバイオレット３）；
－トリアリールカルボニウム顔料：Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１、６１及び６２；Ｃ．Ｉ
．ピグメントグリーン１；Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド８１、８１：１及び１６９；Ｃ．Ｉ
．ピグメントバイオレット１、２、３及び２７；Ｃ．Ｉ．ピグメントブラック１（アニリ
ンブラック）；
Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１０１（アルダジンイエロー）；
Ｃ．Ｉ．ピグメントブラウン２２。
【００１９】
　無機顔料：
－白色顔料：二酸化チタン（Ｃ．Ｉ．ピグメントホワイト６）、亜鉛白、有色素の酸化亜
鉛、硫酸バリウム、硫酸亜鉛、リトポン；鉛白；
－黒色顔料：酸化鉄ブラック（Ｃ．Ｉ．ピグメントブラック１１）、鉄－マンガンブラッ
ク、スピネルブラック（Ｃ．Ｉ．ピグメントブラック２７）；カーボンブラック（Ｃ．Ｉ
．ピグメントブラック７）；
－カラー顔料：酸化クロム、酸化クロム水和物グリーン；クロムグリーン（Ｃ．Ｉ．ピグ
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ラマリングリーン；コバルトブルー（Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー２８及び３６）；ウルト
ラマリンブルー；鉄ブルー（Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー２７）；マンガンブルー；ウルト
ラマリンバイオレット；コバルト及びマンガンバイオレット；酸化鉄赤（Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントレッド１０１）；硫化セレン化カドミウム（Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１０８）；モ
リブデン酸塩（Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１０４）；ウルトラマリン赤；
酸化鉄ブラウン、混合ブラウン、スピネル及びクロム相（Ｃ．Ｉ．ピグメントブラウン２
４、２９及び３１）、クロムオレンジ；
酸化鉄イエロー（Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー４２）；ニッケルチタンイエロー（Ｃ．Ｉ
．ピグメントイエロー５３；Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５７及び１６４）；クロムチ
タンイエロー；硫化カドミウム及び硫化カドミウム亜鉛（Ｃ．Ｉ．ピグメンイエロー３７
及び３５）；クロムイエロー（Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー３４）、鉛イエロー、クロム
酸アルカリ土類金属；ナポリイエロー；バナジウム酸ビスマス（Ｃ．Ｉ．ピグメントイエ
ロー１８４）；
－干渉顔料：コーティングされた金属プレートレットに基づく金属効果顔料；金属酸化物
コーティングマイカプレートレットに基づく真珠光沢顔料；液晶顔料。
【００２０】
　好ましい顔料（Ｂ）は、モノアゾ顔料（特に、レーキ化ＢＯＮＳ顔料、ナフトールＡＳ
顔料）ジアゾ顔料（特に、ジアリールイエロー顔料、ビスアセトアセトアニリド顔料、ジ
スアゾピラゾロン顔料）、キナクリドン顔料、キノフタロン顔料、ペリノン顔料、フタロ
シアニン顔料、トリアリールカルボニウム顔料（アルカリブルー顔料、レーキ化ローダミ
ン、錯体アニオンとの染料塩）、イソインドリン顔料およびカーボンブラック。
【００２１】
　特に好ましい顔料（Ｂ）の例は、次のものである：カーボンブラック、Ｃ.Ｉ.ピグメン
トイエロー１３８、Ｃ.Ｉ.ピグメントレッド１２２及び１４６、Ｃ.Ｉ.ピグメントバイオ
レット１９、Ｃ.Ｉ.ピグメントブルー１５：３および１５：４、Ｃ.Ｉ.ピグメントブラッ
ク７、Ｃ.Ｉ.ピグメントオレンジ５、３８および４３およびＣ.Ｉ.ピグメントグリーン７
。
【００２２】
　本発明の一実施形態では、ポリウレタン（Ａ）は、示差走査熱量測定（ＤＳＣ）によっ
て測定されるガラス転移温度が、５０℃以下、好ましくは４０℃以下である。
【００２３】
　本発明において、ポリウレタン（Ａ）は、
　（ａ）１５質量％～７０質量％、好ましくは３０～６０質量％の、１分子あたり平均で
１～１０個のアロファナート基及び平均で１～１０個のＣ－Ｃ二重結合（平均値は好まし
くは数平均の基づく）を含むジ又はポリイソシアネート、
　（ｂ）０～６０質量％、好ましくは２０質量％以下の他のジ又はポリイソシアネート、
及び
　（ｃ）５質量％～５０質量％、好ましくは３０質量％～５０質量％の少なくとも２個の
イソシアネート反応性基を有する化合物とを、
反応させることにより得られる。
【００２４】
　一分子あたり平均で１～１０個、好ましくは５個以下のアロファナート基及び平均で１
～１０個、好ましくは５個以下のＣ－Ｃ二重結合を有する（平均値は、それぞれ質量平均
、好ましくは数平均に基づく）、少なくとも一種のジ又はポリイソシアネート（ａ）は、
触媒の存在下、少なくとも一種のジイソシアネート（ａ１）と、下記一般式Ｉ
【００２５】
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【化１】

【００２６】
（ここで、略して化合物（ａ２）とも言い、変数は下記の通りに定義する：
　Ｒ1及びＲ2は、同一又は異なり、水素、及び例えば、メチル、エチル、ｎ－プロピル、
イソプロピル、ｎ－ブチル、イソブチル、ｓｅｃ－ブチル、ｔｅｒｔ－ブチル、ｎ－ペン
チル、イソペンチル、ｓｅｃ－ペンチル、ネオペンチル、１，２－ジメチルプロピル、イ
ソアミル、ｎ－ヘキシル、イソヘキシル、ｓｅｃ－ヘキシル、ｎ－ヘプチル、ｎ－オクチ
ル、２－エチルヘキシル、ｎ－ノニル、ｎ－デシルなどのＣ1～Ｃ10アルキル；より好ま
しくは、メチル、エチル、ｎ－プロピル、イソプロピル、ｎ－ブチル、イソブチル、ｓｅ
ｃ－ブチル、及びｔｅｒｔ－ブチルなどのＣ1～Ｃ4アルキル、特に好ましくはメチルから
独立して選択され；
　Ｘ1は、酸素及びＮ－Ｒ3から選択され、
　Ａ1は、Ｃ1～Ｃ20アルキレン、好ましくはＣ2～Ｃ10アルキレン、例えば、－ＣＨ2－、
－（ＣＨ2）12－、－（ＣＨ2）14－、－（ＣＨ2）16－、－（ＣＨ2）20－、好ましくは－
（ＣＨ2）2－、－（ＣＨ2）3－、－（ＣＨ2）4－、－（ＣＨ2）5－、－（ＣＨ2）6－、－
（ＣＨ2）8－、－（ＣＨ2）10－から選択され、これらは、
　Ｃ1～Ｃ4アルキル、例えば、メチル、エチル、ｎ－プロピル、イソプロピル、ｎ－ブチ
ル、イソブチル、ｓｅｃ－ブチル、又はｔｅｒｔ－ブチル、好ましくはメチル、
　フェニル、又は
　－Ｏ－Ｃ1～Ｃ4アルキル、例えば、－Ｏ－ＣＨ3、－Ｏ－Ｃ2Ｈ5、－Ｏ－ｎ－Ｃ3Ｈ7、
－Ｏ－ＣＨ（ＣＨ3）2、－Ｏ－ｎ－Ｃ4Ｈ9、－Ｏ－ｉｓｏ－Ｃ4Ｈ9、－Ｏ－ｓｅｃ－Ｃ4

Ｈ9、－Ｏ－Ｃ（ＣＨ3）3によって、非置換であるか又は単置換若しくは多置換され、
　置換されたＣ1～Ｃ20アルキレンの例としては、－ＣＨ（ＣＨ3）－、－ＣＨ（Ｃ2Ｈ5）
－、－ＣＨ（Ｃ6Ｈ5）－、－ＣＨ2－ＣＨ（ＣＨ3）－、ｃｉｓ－及びｔｒａｎｓ－ＣＨ（
ＣＨ3）－ＣＨ（ＣＨ3）－、－（ＣＨ2）－Ｃ（ＣＨ3）2－ＣＨ2－、－ＣＨ2－ＣＨ（Ｃ2

Ｈ5）－、－ＣＨ2－ＣＨ（ｎ－Ｃ3Ｈ7）－、－ＣＨ2－ＣＨ（ｉｓｏ－Ｃ3Ｈ7）－などが
挙げられ、
　ここで、置換された又は非置換のＣ1～Ｃ20アルキレンの一種以上の隣接していないＣ
Ｈ2基が、酸素によって置換されていてもよく、例えば、－ＣＨ2－Ｏ－ＣＨ2－、－（Ｃ
Ｈ2）－Ｏ－（ＣＨ2）2－、－［（ＣＨ2）2－Ｏ］2－（ＣＨ2）2－、－［（ＣＨ2）2－Ｏ
］3－（ＣＨ2）2－などであり、
　Ｘ2は、ＮＨ－Ｒ3及び好ましくは酸素から選択され、
　Ｒ3は、それぞれ異なり又は好ましくは同じであり、水素、フェニル、メチル、エチル
、ｎ－プロピル、イソプロピル、ｎ－ブチル、イソブチル、ｓｅｃ－ブチル、ｔｅｒｔ－
ブチル、ｎ－ペンチル、イソペンチル、ｓｅｃ－ペンチル、ネオペンチル、１，２－ジメ
チルプロピル、イソアミル、ｎ－ヘキシル、イソヘキシル、ｓｅｃ－ヘキシル、ｎ－ヘプ
チル、ｎ－オクチル、２－エチルヘキシル、ｎ－ノニル、ｎ－デシルなどのＣ1～Ｃ10ア
ルキル；より好ましくはメチル、エチル、ｎ－プロピル、イソプロピル、ｎ－ブチル、イ
ソブチル、ｓｅｃ－ブチル、及びｔｅｒｔ－ブチルなどのＣ1～Ｃ4アルキル、特にメチル
から選択される）
で示される少なくとも一種の化合物から製造された化合物であるのが好ましい。
【００２７】
　一般式Ｉで示される特に好ましい化合物は、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレー
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ト及び３－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレートである。
【００２８】
　ポリウレタンは、少なくとも一種の触媒の不存在下、又は好ましくは存在下で調製する
ことができる。
【００２９】
　有用な触媒の例としては、ポリウレタン化学に用いられる一般的な触媒の全てが挙げら
れる。
【００３０】
　ポリウレタン化学に用いられる一般的な触媒は、好ましくは、有機アミン、特に、第３
級脂肪族、脂環式、又は芳香族アミン、及びルイス酸有機金属化合物である。
【００３１】
　有用なルイス酸有機金属化合物としては、酢酸錫（ＩＩ）、オクタン酸錫（ＩＩ）オク
トエート、エチルヘキサン酸錫（ＩＩ）、及びラウリン酸錫（ＩＩ）などの有機カルボン
酸の錫（ＩＩ）塩、ジメチル錫ジアセテート、ジブチル錫ジアセテート、ジブチル錫ジブ
チレート、ジブチル錫ビス（２－エチルヘキサノエート）、ジブチル錫ジラウレート、マ
レイン酸ジブチル錫、ジオクチル錫ジラウレート、及びジオクチル錫ジアセテートなどの
有機カルボン酸のジアルキル錫（ＩＶ）誘導体などの錫化合物が挙げられる。鉄、チタン
、亜鉛、アルミニウム、ジルコニウム、マンガン、ニッケル、及びコバルトのアセチルア
セトナートなどの金属錯体も有用である。他の有用な金属化合物は、Ｂｌａｎｋ等、ｉｎ
　Ｐｒｏｇｒｅｓｓ　ｉｎ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｃｏａｔｉｎｇｓ、１９９９、第３５版、
第１９頁以下に記載されている。
【００３２】
　好適なルイス酸有機金属化合物は、ジメチル錫ジアセテート、ジブチル錫ジラウレート
、ジブチル錫ビス（２－エチルヘキサノエート）、ジブチル錫ジラウレート、ジオクチル
錫ジラウレート、ジルコニウムアセチルアセトナート、及びジルコニウム２，２，６，６
－テトラメチル－３，５－ヘプタンジオナートである。
【００３３】
　同様に、ビスマス、亜鉛、及びコバルト触媒、及びセシウム塩を親水性触媒として用い
ることができる。有用なセシウム塩は、以下のアニオンを用いた化合物が挙げられる：Ｆ
-、Ｃｌ-、ＣｌＯ-、ＣｌＯ3

-、ＣｌＯ4
-、Ｂｒ-、Ｊ-、ＪＯ3

-、ＣＮ-、ＯＣＮ-、ＮＯ2
-、ＮＯ3

-、ＨＣＯ3
-、ＣＯ3

2-、Ｓ2-、ＳＨ-、ＨＳＯ3
-、ＳＯ3

2-、ＨＳＯ4
-、ＳＯ4

2-

、Ｓ2Ｏ2
2-、Ｓ2Ｏ5

2-、Ｓ2Ｏ4
2-、ＳＯ4

2-、Ｓ2Ｏ5
2-、Ｓ2Ｏ6

2-、Ｓ2Ｏ7
2-、Ｓ2Ｏ8

2-

、Ｈ2ＰＯ2
-、Ｈ2ＰＯ4

-、ＨＰＯ4
2-、ＰＯ4

3-、Ｐ2Ｏ7
4-、（ＯＣnＨ2n+1）

-、（ＣnＨ2

n-1Ｏ2）
-、（ＣnＨ2n-3Ｏ2）－、及び（Ｃn+1Ｈ2n-2Ｏ4）

2-（式中、ｎは１～２０の整
数を表す）。
【００３４】
　アニオンが式（ＣnＨ2n-1Ｏ2）

-及び（Ｃn+1Ｈ2n-2Ｏ4）
2-（式中、ｎは１～２０を示

す）であるカルボン酸亜鉛及びカルボン酸セシウムが好ましい。特に好ましいセシウム塩
としては、一般式（ＣnＨ2n-1Ｏ2）

-（式中、ｎは１～２０の整数を表す）のアニオンの
モノカルボン酸塩が挙げられる。ギ酸塩、酢酸塩、プロピオン酸塩、ヘキサン酸塩、２－
エチルヘキサノエート、ｎ－オクタノアート、及びネオデカノアートが、特に言及される
べきである。
【００３５】
　一般的な有機アミンとして、次の例が挙げられる：トリエチルアミン、１，４－ジアザ
ビシクロ［２，２，２］オクタン、トリブチルアミン、ジメチルベンジルアミン、Ｎ，Ｎ
，Ｎ'，Ｎ'－テトラメチルエチレンジアミン、Ｎ，Ｎ，Ｎ'，Ｎ'－テトラメチルブタン－
１，４－ジアミン、Ｎ，Ｎ，Ｎ'，Ｎ'－テトラメチルヘキサン－１，６－ジアミン、ジメ
チルシクロヘキシルアミン、ジメチルドデシルアミン、ペンタメチルジプロピレントリア
ミン、ペンタメチルジエチレントリアミン、３－メチル－６－ジメチルアミノ－３－アザ
ペントール、ジメチルアミノプロピルアミン、１，３－ビス（ジメチルアミノ）ブタン、
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ビス（２－ジメチルアミノエチル）エーテル、Ｎ－エチルモルホリン、Ｎ－メチルモルホ
リン、Ｎ－シクロヘキシルモルホリン、２－ジメチルアミノエトキシエタノール、ジメチ
ルエタノールアミン、テトラメチルヘキサメチレンジアミン、ジメチルアミノ－Ｎ－メチ
ルエタノールアミン、Ｎ－メチルイミダゾール、Ｎ－ホルミル－Ｎ，Ｎ'－ジメチルブチ
レンジアミン、Ｎ－ジメチルアミノエチルモルホリン、３，３'－ビスジメチルアミノ－
ジ－ｎ－プロピルアミン、及び／又は２，２'－ジピパラジンジイソプロピルエーテル、
ジメチルピパラジン、トリス（Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピル）－ｓ－ヘキサヒドロト
リアジン、１，２－ジメチルイミダゾール、４－クロロ－２，５－ジメチル－１－（Ｎ－
メチルアミノエチル）イミダゾール、２－アミノプロピル－４，５－ジメトキシ－１－メ
チルイミダゾール、１－アミノプロピル－２，４，５－トリブチルイミダゾール、１－ア
ミノエチル－４－ヘキシルイミダゾール、１－アミノブチル－２，５－ジメチルイミダゾ
ール、１－（３－アミノプロピル）－２－エチル－４－メチルイミダゾール、１－（３－
アミノプロピル）イミダゾール、及び／又は１－（３－アミノプロピル）－２－メチルイ
ミダゾール。
【００３６】
　好ましい有機アミンは、独立して二個のＣ1～Ｃ4アルキル基、及び４～２０個の炭素原
子を有する一個のアルキル又はシクロアルキル基を有するトリアルキルアミンであり、例
えば、ジメチルドデシルアミンなどのジメチル－Ｃ4～Ｃ15－アルキルアミン、又はジメ
チル－Ｃ3～Ｃ8－シクロアルキルアミンである。同様に、好ましい有機アミンは、必要で
あれば酸素又は窒素などの他のヘテロ原子を含んでいてもよい二環式アミンであり、例え
ば、１，４－ジアザビシクロ［２，２，２］オクタンである。
【００３７】
　酢酸アンモニウム又はトリエチルアミンを用いるのが特に好ましく、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリ
メチル－Ｎ－（２－ヒドロキシプロピル）アンモニウム２－エチルヘキサノエートを用い
るのが最も好ましい。
【００３８】
　２種以上の上述した化合物の混合物を触媒として用いることもできる。
【００３９】
　アセトン、テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）、Ｎ－メチルピロリドン、及び／又はＮ－エ
チルピロリドンなどの有機溶媒に可溶な、上述した化合物から選択される触媒を用いるの
が特に好ましい。
【００４０】
　触媒は、ジイソシアネート（ａ１）に対して、０．０００１質量％～１０質量％、より
好ましくは０．００１質量％～５質量％の量で用いられるのが好ましい。
【００４１】
　触媒は、触媒の性質に応じて、固体、液体、又は溶液の形態で添加することができる。
有用な溶媒としては、トルエン、エチルアセテート、ヘキサン、及びシクロヘキサンなど
の芳香族又は脂肪族炭化水素、エチルアセテートなどのカルボン酸エステルなど、水と混
ざらない溶媒が挙げられる。有用な溶媒としては、アセトン、ＴＨＦ、及びＮ－メチルピ
ロリドン及びＮ－エチルピロリドンがさらに挙げられる。触媒は、固体又は液体で添加さ
れるのが好ましく、アセトン、テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）、Ｎ－メチルピロリドン又
はＮ－エチルピロリドンなどの有機溶媒の溶液として添加されるのが最も好ましい。
【００４２】
　ジイソシアネート（ａ１）は、脂肪族、芳香族、及び脂環式ジイソシアネートなどから
選択される。芳香族ジイソシアネートの例は、２，４－トリレンジイソシアネート（２，
４－ＴＤＩ）、２，４－ジフェニルメタンジイソシアネート（２，４'－ＭＤＩ）、及び
いわゆるＴＤＩ混合物（２，４－トリレンジイソシアネート及び２，６－トリレンジイソ
シアネートの混合物）である。
【００４３】
　脂肪族ジイソシアネートの例は、１，４－ブチレンジイソシアネート、１，１２－ドデ
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カメチレンジイソシアネート、１，１０－デカメチレンジイソシアネート、２－ブチル－
２－エチルペンタメチレンジイソシアネート、２，４，４－トリメチルヘキサメチレンジ
イソシアネート、又は２，２，４－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート、及び特
にヘキサメチレンジイソシアネート（ＨＤＩ）である。
【００４４】
　脂環式ジイソシアネートの例は、イソホロンジイソシアネート（ＩＰＤＩ）、２－イソ
シアナトプロピルシクロヘキシルイソシアネート、２，４'－メチレンビス（シクロヘキ
シル）ジイソシアネート、及び４－メチルシクロヘキサン１，３－ジイソシアネート（Ｈ
－ＴＤＩ）である。
【００４５】
　反応性が異なる基を有するイソシアネートの例としては、１，３－フェニレンイソシア
ネート１，４－フェニレンジイソシアネート、１，５－ナフチレンジイソシアネート、ジ
フェニルジイソシアネート、トリジンジイソシアネート、及び２，６－トリレンジイソシ
アネートである。
【００４６】
　上述したジイソシアネートの混合物も当然に用いることができる。
【００４７】
　ジイソシアネート（ａ１）及び化合物（ａ２）は、１０：１～１：１、好ましくは５：
１～５：４のモル比で用いることができる。
【００４８】
　本発明の一実施形態では、ジイソシアネート（ａ１）及び化合物（ａ２）は、２０℃～
１５０℃、好ましくは５０～１３０℃の範囲内の温度でそれぞれ反応させることができる
。
【００４９】
　本発明の一実施形態では、ジイソシアネート（ａ１）及び化合物（ａ２）を、溶媒中で
、好ましくは、トルエン、アセトン、又はテトラヒドロフラン、又はこれらの混合物など
、有機溶媒又は有機溶媒の混合物中で反応させることができる。本発明の他の実施形態で
は、ジイソシアネート（ａ１）及び化合物（ａ２）の反応を、溶媒を用いずに実施する。
【００５０】
　本発明の一実施形態では、ジイソシアネート（ａ１）及び化合物（ａ２）のモル比など
、ジイソシアネート（ａ１）及び化合物（ａ２）の反応のための反応条件は、ジイソシア
ネート（ａ）が２個のイソシアネート基、１～１０個のアロファナート基、及び１～１０
個のＣ－Ｃ二重結合を有しているが、Ｏ－ＣＯ－ＮＨ基は有していないように選択される
。本発明の他の実施形態では、ジイソシアネート（ａ１）及び化合物（ａ２）のモル比な
ど、ジイソシアネート（ａ１）及び化合物（ａ２）の反応のための反応条件は、ジイソシ
アネート（ａ）が２個のイソシアネート基、１～９個のアロファナート基、１～９個のＣ
－Ｃ二重結合、及び一個以上のＯ－ＣＯ－ＮＨ基を有しているように選択する。
【００５１】
　ジイソシアネート（ａ１）及び化合物（ａ２）の反応が終わった後、例えば、ジイソシ
アネート（ａ１）又は化合物（ａ２）などの未反応の出発材料を除去することによって、
ジ又はポリイソシアナート（ａ）を分離することができる。ジイソシアネート（ａ１）又
は化合物（ａ２）などの未反応の出発材料を除去する方法としては、好ましくは減圧下で
、これらを蒸留によって除去するのが好ましい。薄膜蒸発器が特に好ましい。未反応のジ
イソシアネート（ａ１）は蒸留によって除去しないのが好ましい。
【００５２】
　本発明の一実施形態では、ジ又はポリイソシアネート（ａ）は、２３℃での動的粘度が
、５００～２０００ｍＰａ・ｓ、好ましくは６００～１８００ｍＰａ・ｓ、特に好ましく
は７００～１５００ｍＰａ・ｓである。
【００５３】
　本発明の一実施形態では、ジ又はポリイソシアネート（ａ）は、ＮＣＯ含有量が、８質



(14) JP 5596351 B2 2014.9.24

10

20

30

40

50

量％～２０質量％、好ましくは１２質量％～１７質量％である。ＮＣＯ含有量は滴定など
により決定できる。
【００５４】
　ポリウレタン（Ａ）は、ジ又はポリイソシアネート（ａ）を、少なくとも一種の他のジ
又はポリイソシアネート（ｂ）と反応させることにより調製される。ジ又はポリイソシア
ネート（ｂ）は、上述した脂肪族、芳香族、脂環式ジイソシアネートから選択することが
できる。
【００５５】
　本発明の一実施形態では、ジ又はポリイソシアネート（ｂ）は、ジイソシアネート（ａ
１）とは異なるように選択される。
【００５６】
　本発明の一実施形態では、ジ又はポリイソシアネート（ｂ）は、ジイソシアネート（ａ
１）と同類のものとなるように選択することができる。本発明の特別な実施形態では、ジ
又はポリイソシアネート（ａ）の調製が終わった後、未反応のジイソシアネート（ａ１）
を分離しないことにより、ジイソシアネート（ａ１）と同等であるジ又はポリイソシアネ
ートを選択する工程を有する。
【００５７】
　本発明の範囲では、ポリウレタン（Ａ）を、少なくとも２個のイソシアネート反応性基
を有する少なくとも一種の化合物（化合物（ｃ）とも称する）と反応させることによって
、さらに調製する。特にイソシアネート易反応性基としては、ＳＨ基、ヒドロキシル基、
ＮＨ2基、及びＮＨＲ3基（式中、Ｒ3は上記で定義した通りである）が挙げられる。
【００５８】
　化合物（Ｃ）は、親水性又は疎水性であってもよい。
【００５９】
　少なくとも一種の化合物（Ｃ）は、好ましくは次ぎから選択される；１，１，１－トリ
メチロール酢酸、１，１，１－トリメチロールプロパン酸、１，１，１－トリメチロール
ブチル酸、クエン酸などの１，１，１－トリメチロール－Ｃ1～Ｃ4－アルキルカルボン酸
、１，１－ジメチロール酢酸、１，１－ジメチロールプロパン酸、１，１－ジメチロール
ブチル酸などの１，１－ジメチロール－Ｃ1～Ｃ4－アルキルカルボン酸、１，１－ジメチ
ロール－Ｃ1～Ｃ4－アルキルスルホン酸、一分子あたり平均で３～３００個のアルキレン
オキサイド単位を有するポリ－Ｃ2～Ｃ3－アルキレングリコール、特に一分子あたり平均
（数平均）で３～３００個のエチレンオキサイド単位を有するポリエチレングリコール、
及び一分子あたり平均（数平均）で３～３００個のエチレンオキサイド単位を有し、且つ
プロピレンオキサイドのモル分率よりもエチレンオキサイドのモル分率が高いエチレンオ
キサイド及びプロピレンオキサイドの重付加物；
　下記化合物などのＣＯＯＭ又はＳＯ3Ｍ基を有する親水性ジアミン、
【００６０】
【化２】

【００６１】
（ここで、それぞれのＭは、アルカリ金属イオン、特にＮａ+、及びアンモニウムイオン
から選択される）；
　少なくとも一種の脂肪族又は脂環式ジオール、好ましくはエチレングリコール、１，４
－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、ｃｉｓ－１，４－シクロヘキサンジオー
ル、ｔｒａｎｓ－シクロヘキサンジオール、ｃｉｓ－及びｔｒａｎｓ－１，４－ジヒドロ
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キシメチルシクロヘキサン（シクロヘキサンジメタノール）と、少なくとも一種の脂肪族
、芳香族、又は脂環式ジカルボン酸、例えば、コハク酸、グルタル酸、アジピン酸、シク
ロヘキサン－１，４－ジカルボン酸、テレフタル酸、イソフタル酸との重縮合によって調
製可能なポリエステルジオール。
【００６２】
　本発明の一実施形態では、例えば、コハク酸及びイソフタル酸、グルタル酸及びイソフ
タル酸、アジピン酸及びイソフタル酸、コハク酸及びテレフタル酸、グルタル酸及びテレ
フタル酸、アジピン酸及びテレフタル酸など、一方が芳香族であり他方が脂肪族である少
なくとも２種のジカルボン酸を、ポリエステルジオール調製のために選択する。
【００６３】
　二種以上のジカルボン酸を用いてポリエステルジオールを調製するためには、いかなる
モル比を用いることができる。芳香族カルボン酸及び脂肪族ジカルボン酸を用いた場合、
モル比は、１０：１～１：１０が好ましく、１．５：１～１：１．５が特に好ましい。
【００６４】
　本発明の一実施形態では、化合物（ｃ）として用いられるポリエステルジオールは、ド
イツ標準規格ＤＩＮ５３２４０により測定される、ヒドロキシル価が、２０～２００ｍｇ
ＫＯＨ／ｇ、好ましくは５０～１８０ｍｇＫＯＨ／ｇ、最も好ましくは１００～１６０ｍ
ｇＫＯＨ／ｇである。
【００６５】
　本発明の一実施形態では、化合物（ｃ）として用いられるポリエステルジオールが、５
００～１００，０００ｇ／ｍｏｌ、好ましくは７００～５０，０００ｇ／ｍｏｌ、より好
ましくは３０，０００ｇ／ｍｏｌ以下の分子量ＭWを有する。
【００６６】
　他の好ましい化合物（ｃ）は、エタノールアミン、ジエタノールアミン、ネオペンチル
グリコール、１，４－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，１－ジメチロー
ルプロパンである。
【００６７】
　本発明の一実施形態では、一方が、エタノールアミン、ジエタノールアミン、ネオペン
チルグリコール、１，４－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，１－ジメチ
ロールプロパンから選択される少なくとも２種の化合物（ｃ）と反応させる。
【００６８】
　本発明の一実施形態では、
（ｄ）ジ又はポリイソシアネート（ａ）及び他のジ又はポリイソシアネート（ｂ）、存在
する場合には化合物（ｃ）との反応において、一般式（Ｉ）で示される少なくとも一種の
化合物をさらに添加することによりポリウレタン（Ａ）を合成する工程を含む。
【００６９】
　一般式（Ｉ）の化合物は、上述した通りである。
【００７０】
　一般式（Ｉ）の化合物（ｄ）として、一分子あたり平均で１～１０個のアロファナート
基及び平均で１～１０個のＣ－Ｃ二重結合を含むジ又はポリイソシアネート（ａ）の製造
用以外の、一般式（Ｉ）で示される化合物を用いてもよい。しかしながら、化合物（ｄ）
と化合物（ａ２）は同一であるのが好ましい。
【００７１】
　ポリウレタン（Ａ）の合成は、ポリウレタン化学の従来の方法によって実施することが
できる。
【００７２】
　本発明の水性分散液は、少なくとも一種の重合防止剤（Ｃ）を含み、これは防止剤（Ｃ
）又は安定剤（Ｃ）ともいう。重合防止剤（Ｃ）は、ＵＶ吸収剤及びフリーラジカル捕捉
剤から選択する。ＵＶ吸収剤は、ＵＶ放射線を熱エネルギーに変える。好ましいＵＶ吸収
剤としては、シュウ酸アニリド、トリアジン及びベンゾトリアゾール（後者は、チバ・ス
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ペシャリティ・ケミカルズ製のＴｉｎｕｖｉｎ（登録商標）製品として入手できる）、ベ
ンゾフェノン、ヒドロキシベンゾフェノン、ハイドロキノン、ハイドロキノンモノエチル
エーテル（ＭＥＨＱ）などのハイドロキノンモノアルキルエーテルなどが挙げられる。フ
リーラジカル捕捉剤は、中間体として形成された遊離基と結合する。好ましいフリーラジ
カル補足剤としては、ヒンダードアミン光安定化剤（ＨＡＬＳｓ）などとして知られてい
る立体障害ヒンダードアミンなどが挙げられる。例としては、２，２，６，６－テトラメ
チルピペラジン、２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルピペリジン、又はこれらの誘導体、例え
ば、ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジル）セバケートなどが挙げられ
る。他の有用な重合防止剤（Ｃ）は、置換フェノール、特に
【００７３】
【化３】

などのｔｅｒｔ－アルキル－置換フェノールである。
【００７４】
　本発明の一実施形態では、ハイドロキノンエーテル及び置換フェノールなど、２種以上
の重合防止剤（Ｃ）の混合物を利用する。
【００７５】
（Ａ）及び（Ｂ）の合計量に対して全部で０．１～１質量％の重合防止剤を添加する。
【００７６】
　重合防止剤（Ｃ）は、顔料（Ｂ）の分散工程においてなど、ポリウレタン（Ａ）の合成
の間又は後に添加することができる。
【００７７】
　本発明の一実施形態では、それぞれポリウレタン（Ａ）全量に対して、以下の質量比で
、ジ又はポリイソシアネート（ａ）、他のジ又はポリイソシアネート（ｂ）、化合物（ｃ
）、及び必要に応じて一般式Ｉで示される他の化合物（ｄ）を使用する：
　１５質量％～７０質量％、好ましくは３０質量％～６０質量％のジ又はポリイソシアネ
ート（ａ）、
　０質量％～６０質量％、好ましくは０質量％～２０質量％の他のジ又はポリイソシアネ
ート（ｂ）、
　５質量％～５０質量％、好ましくは３０質量％～５０質量％の化合物（ｃ）、
　０質量％～２０質量％、好ましくは０質量％～１０質量％の一般式Ｉの化合物（ｄ）。
【００７８】
　それぞれの質量％は、ポリウレタン（Ａ）の全量を基準とする。
【００７９】
　本発明の好ましい形態では、ジ又はポリイソシアネート（ａ）、他のジ又はポリイソシ
アネート（ｂ）、化合物（ｃ）、及び必要であれば一般式Ｉで示される他の化合物（ｄ）
だけでなく、さらに少なくとも一種の求核性アルコール又はアミン、好ましくはモノアル
コール又はモノアミン（これらはそれぞれ停止剤として作用し、以下では停止剤（ｅ）と
いう）と反応させることにより、ポリイソシアネート（Ａ）を製造する工程を含む。好ま
しい停止剤（ｅ）の例としては、モノ及びジ－Ｃ1～Ｃ4－アルキルアミン、特にジエチル
アミン及びＮ，Ｎ－ジエタノールアミンなどが挙げられる。合成されるべきポリウレタン
（Ａ）に対して、１０質量％以下の停止剤（ｅ）が用いられる。
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【００８０】
　ジ又はポリイソシアネート（ａ）、他のジ又はポリイソシアネート（ｂ）、化合物（ｃ
）、及び必要に応じて一般式Ｉで示される他の化合物（ｄ）、及び必要に応じて停止剤（
ｅ）からのポリウレタン（Ａ）の調製は、１工程以上で行うことができる。例えば、第１
工程においてジ又はポリイソシアネート（ａ）、他のジ又はポリイソシアネート（ｂ）及
び化合物（ｃ）を好ましくは触媒の存在下で反応させ、反応が停止した後に再びジ又はポ
リイソシアネート（ｂ）及び一般式Ｉの化合物（ｄ）及び必要に応じて停止剤（ｅ）を添
加する。また、ジ又はポリイソシアネート（ａ）、他のジ又はポリイソシアネート（ｂ）
、及び化合物（ｃ）を、過剰量の他のジ又はポリイソシアネート（ｂ）を用いて相互に反
応させ、停止剤（ｅ）を添加することにより反応を停止させることもできる。
【００８１】
　本発明の一実施形態では、ジ又はポリイソシアネート（ａ）、他のジ又はポリイソシア
ネート（ｂ）、化合物（ｃ）、及び必要に応じて一般式Ｉの他の化合物（ｄ）、及び必要
に応じて停止剤（ｅ）を、溶媒中、好ましくはトルエン、アセトン、又はテトラヒドロフ
ランなどの有機溶媒又は有機溶媒の混合物、又はこれらの混合物中で反応させることがで
きる。本発明の他の実施形態では、ジ又はポリイソシアネート（ａ）、他のジ又はポリイ
ソシアネート（ｂ）、化合物（ｃ）、及び必要に応じて一般式Ｉの他の化合物（ｄ）、及
び必要に応じて停止剤（ｅ）の反応を、溶媒を用いずに実施することもできる。
【００８２】
　本発明の一実施形態では、ジ又はポリイソシアネート（ａ）、他のジ又はポリイソシア
ネート（ｂ）、化合物（ｃ）、及び必要に応じて一般式Ｉの他の化合物（ｄ）、及び必要
に応じて停止剤（ｅ）を、２０℃～１５０℃、好ましくは２０℃～８０℃の温度で、相互
に反応させる工程を有する。
【００８３】
　ジ又はポリイソシアネート（ａ）、他のジ又はポリイソシアネート（ｂ）、化合物（ｃ
）、及び必要に応じて一般式Ｉの他の化合物（ｄ）、及び必要に応じて停止剤（ｅ）の反
応を早めるために、一種以上の触媒を用いることができる。当該触媒は、上述した触媒か
ら選択することができる。
【００８４】
　ジ又はポリイソシアネート（ａ）、他のジ又はポリイソシアネート（ｂ）、化合物（ｃ
）、及び必要に応じて一般式Ｉの他の化合物（ｄ）、及び必要に応じて停止剤（ｅ）の反
応が終結した後、例えば、ジ又はポリイソシアネート（ｂ）、化合物（ｃ）、及び必要に
応じて一般式Ｉの化合物（ｄ）、及び必要に応じて停止剤（ｅ）などの未反応の出発材料
を除去することにより、ポリウレタン（Ａ）を分離することができる。（ｂ）及び（ｃ）
及び必要に応じて（ｄ）及び（ｅ）などの未反応の出発材料を除去する好ましい方法とし
ては、好ましくは減圧下で、これらを蒸留除去する方法である。薄膜蒸発器が特に好まし
い。未反応のジ又はポリイソシアネート（ｂ）を除去しないのが好ましい。
【００８５】
　ポリウレタン（Ａ）の分子量ＭWは、５００～５０，０００ｇ／ｍｏｌ、好ましくは１
，０００～３０，０００ｇ／ｍｏｌ、より好ましくは２，０００～２５，０００ｇ／ｍｏ
ｌ、特に好ましくは２，０００ｇ／ｍｏｌである。分子量は、ゲル透過クロマトグラフィ
ー（ＧＰＣ）などによって測定できる。
【００８６】
　本発明の好ましい実施形態では、ポリウレタン（Ａ）は、遊離ＮＣＯ基を含まない。
【００８７】
　ジ又はポリイソシアネート（ａ）、他のジ又はポリイソシアネート（ｂ）、化合物（ｃ
）、及び必要に応じて一般式Ｉの他の化合物（ｄ）、及び必要に応じて停止剤（ｅ）の反
応が生じた後、水に対するポリウレタン（Ａ）の質量比を１：１～１：１０などとして、
水を添加することができる。
【００８８】
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　ジ又はポリイソシアネート（ａ）、他のジ又はポリイソシアネート（ｂ）、化合物（ｃ
）、及び必要に応じて一般式Ｉの他の化合物（ｄ）及び停止剤（ｅ）の反応が生じた後、
酸性水素原子を十分に含む基を塩基で処理し、それらを相当する塩に変えることもできる
。有用な塩基は、アルカリ金属又はアルカリ土類金属の水酸化物及び重炭酸塩、又はアル
カリ金属の炭酸塩である。有用な塩基としては、さらに、揮発性アミン、例えば、大気圧
下での沸点が１８０℃以下であるアミン、例えば、アンモニア、メチルアミン、ジメチル
アミン、トリメチルアミン、エチルアミン、ジエチルアミン、トリエチルアミン、エタノ
ールアミン、Ｎ－メチルジエタノールアミン、又はトリエタノールアミンが挙げられる。
同様に、塩基記は、α－ヒドロキシカルボン酸又はα－アミノ酸、又はα－ヒドロキシス
ルホン酸などの酸を用いて、相当する塩に変えることができる。
【００８９】
　ジ又はポリイソシアネート（ａ）、他のジ又はポリイソシアネート（ｂ）、化合物（ｃ
）、及び必要に応じて（ｄ）及び停止剤（ｅ）の反応が生じた後、蒸留などによって、用
いた有機溶媒を分離することができる。
【００９０】
　ポリウレタン（Ａ）の調製後、一種以上の顔料（Ｂ）及び必要に応じて水を添加する。
固形分含有量を３％～４０％、好ましくは３５％まで、より好ましくは５％～３０％の範
囲内とするのが好ましい。
【００９１】
　ポリウレタン（Ａ）と顔料（Ｂ）との質量比は、広い範囲内で変えることができる。本
発明の一実施形態では、顔料（Ｂ）に対するポリウレタン（Ａ）の質量比が、５：１～１
：３、好ましくは３：１～１：２、より好ましくは２：１～２：３の範囲内である。
【００９２】
　その後、ポリウレタン（Ａ）及び顔料（Ｂ）を分散させる。分散は、分散に好適な装置
において行われる。Ｓｋａｎｄｅｘ製などの振とう機が例として挙げられる。超音波装置
、高圧ホモジナイザー、２、３、４又は５本のロールミル、ミニミル（ｍｉｎｉ　ｍｉｌ
ｌ）、ヘンシェルミキサー、振とうミル、アングミル（Ａｎｇｍｉｌｌｓ）、ギアミル（
ｇｅａｒ　ｍｉｌｌｓ）、ビーズミル、湿式ミル、サンドミル、アトライタ、コロイドミ
ル、超音波ホモジナイザーにおいて、Ｕｌｔｒａ　Ｔｕｒｒａｘ　撹拌棒を用いて、特に
２、３、４又は５本のロールミル、ミニミル、振とうミル、ギアミル、アングミル、ビー
ズミル、湿式ミル、サンドミル、コロイドミル、ボールミル、特に撹拌されたボールミル
により粉砕することにより、ポリウレタン（Ａ）及び顔料（Ｂ）を分散させる。
【００９３】
　分散時間は１０分～４８時間であるのが好ましいが、より長い時間もあり得る。分散時
間は、１５分～２４時間であるのが好ましい。
【００９４】
　分散の間の圧力及び温度条件は、一般的には重大ではないが、大気圧が好ましいことが
判明した。温度は、１０℃～１００℃、より好ましくは８０℃以下であるのが好ましいこ
とが判明した。
【００９５】
　分散により、本発明の水性分散液が得られる。本発明の一実施形態では、本発明の水性
分散液の固形分含有量は、３％～４０％、好ましくは３５％以下、より好ましくは５％～
３０％である。
【００９６】
　粉砕の間、通常の粉砕助剤を添加してもよい。
【００９７】
　分散後、ポリウレタン（Ａ）により少なくとも部分的に被覆された顔料（Ｂ）の平均径
は、通常は２０ｎｍ～１．５μｍ、好ましくは６０～５００ｎｍ、より好ましくは６０～
３５０ｎｍである。本発明において、当該平均径は、体積平均を示す。平均粒子径を測定
するための有用な測定電気器具としては、コールターＬＳ２３０などのコールターカウン
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ターなどが挙げられる。
【００９８】
　本発明において、顔料（Ｂ）としてカーボンブラックを用いるのが望ましい場合、粒子
径は、一次粒子の平均径に基づく。
【００９９】
　本発明の水性分散液は、熱開始剤、すなわち、６０℃で少なくとも一時間の半減期を有
し、当該方法において遊離基に分解する化合物を含まない。これらの例は、過酸化物、ヒ
ドロペルオキシド、過酸化水素、過硫酸塩、アゾビスイソブチロニトリル（ＡＩＢＮ）又
は水溶性ＡＩＢＮ誘導体などのアゾ化合物、多置換、特に六置換エタン誘導体又は酸化還
元触媒などである。
【０１００】
　本発明の一実施形態では、本発明の水性分散液が、少なくとも一種のポリウレタン（Ｄ
）を含む。ポリウレタン（Ｄ）は、ジ又はポリイソシアネートと化合物（ｃ）との反応に
より得ることができるが、アロファナート基は含まないのが好ましい。顔料（Ｂ）は、ポ
リウレタン（Ａ）だけでなくポリウレタン（Ｄ）によっても少なくとも一部が覆われてい
るのが特に好ましい。
【０１０１】
　本発明の一実施形態では、本発明の水性分散液が、ポリウレタン（Ａ）及びポリウレタ
ン（Ｄ）を１０：１～１：２、好ましくは８：１～１：１（質量比）で含む。
【０１０２】
　本発明の一実施形態では、本発明の水性分散液が、少なくとも一種の光開始剤（Ｅ）を
含む。光開始剤（Ｅ）は、分散前又は分散の後に添加することができる。
【０１０３】
　好ましい光開始剤（Ｅ）としては、当業者に公知の光開始剤が挙げられ、例えば、“Ａ
ｄｖａｎｃｅｓ　ｉｎ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ”、第１４巻、Ｓｐｒｉｎｇｅ
ｒ社　ベルリン　１９７４、又はＫ．Ｋ．Ｄｉｅｔｌｉｋｅｒ、Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ　ａ
ｎｄ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ　ｏｆ　ＵＶ－，ａｎｄ　ＥＢ－Ｆｏｒｍｕｌａｔｉｏｎ　
ｆｏｒ　Ｃｏａｔｉｎｇｓ，Ｉｎｋｓ　ａｎｄ　Ｐａｉｎｔｓ、第３巻；Ｐｈｏｔｏｉｎ
ｉｔｉａｔｏｒｓ　ｆｏｒ　Ｆｒｅｅ　Ｒａｄｉｃａｌ　ａｎｄ　Ｃａｔｉｏｎｉｃ　Ｐ
ｏｌｙｍｅｒｉｚａｔｉｏｎ，Ｐ．Ｋ．Ｔ．Ｏｌｄｒｉｎｇ（著）、ＳＩＴＡ　Ｔｅｃｈ
ｎｏｌｏｇｙ社、ロンドンに記載されているものが挙げられる。
【０１０４】
　有用な光開始剤の例としては、ＥＰ－Ａ０００７５０８、ＥＰ－Ａ００５７４７４、Ｄ
Ｅ－Ａ１９６１８７２０、ＥＰ－Ａ０４９５７５１、及びＥＰ－Ａ０６１５９８０などに
記載されているモノ又はビスアシルホスフィンオキシドが挙げられ、例えば、２，４，６
－トリメチルベンゾイルジフェニルホスフィンオキシド、エチル２，４，６－トリメチル
ベンゾイルフェニルホスフィナート、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）フェニ
ルホスフィンオキシド、ベンゾフェノン、ヒドロキシアセトフェノン、フェニルグリオキ
シル酸、及びこれらの誘導体又は上述した光開始剤の混合物である。例としては、ベンゾ
フェノン、アセトフェノン、アセトナフトキノン、メチルエチルケトン、バレロフェノン
、ヘキサノフェノン、α－フェニルブチロフェノン、ｐ－モルホリノプロピオフェノン、
ジベンゾスベロン、４－モルホリノベンゾフェノン、４－モルホリノデオキシベンゾフェ
ノン、ｐ－ジアセチルベンゼン、４－アミノベンゾフェノン、４'－メトキシアセトフェ
ノン、β－メチルアントラキノン、ｔｅｒｔ－ブチルアントラキノン、アントラキノンカ
ルボン酸エステル、ベンズアルデヒド、α－テトラロン、９－アセチルフェナントレン、
２－アセチルフェナントレン、１０－チオキサントン、３－アセチルフェナントレン、３
－アセチルインドール、９－フルオレノン、１－インダノン、１，３，４－トリアセチル
ベンゼン、チオキサンテン－９－オン、キサンテン－９－オン、２，４－ジメチルジオキ
サントン、２，４－ジエチルジオキサントン、２，４－ジ－ｉｓｏ－プロピルチオキサン
トン、２，４－ジクロロチオンキサントン、ベンゾイン、ベンゾインイソブチルエーテル
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、クロロキサンテノン、ベンゾインテトラハイドロピラニルエーテル、ベンゾインメチル
エーテル、ベンゾインエチルエーテル、ベンゾインブチルエーテル、ベンゾインイソプロ
ピルエーテル、７－Ｈ－ベンゾインメチルエーテル、ベンズ[ｄｅ]アントラセン－７－オ
ン、１－ナフトアルデヒド、４，４'－ビス（ジメチルアミノ）ベンゾフェノン、４－フ
ェニルベンゾフェノン、４－クロロベンゾフェノン、ミヒラーの（Ｍｉｃｈｌｅｒ'ｓ）
ケトン、１－アセトナフトン、２－アセトナフトン、１－ベンゾイルシクロヘキサン－１
－オール、２－ヒドロキシ－２，２－ジメチルアセトフェノン、２，２－ジメトキシ－２
－フェニルアセトフェノン、２，２－ジエトキシ－２－フェニルアセトフェノン、１，１
－ジクロロアセトフェノン、１－ヒドロキシアセトフェノン、アセトフェノンジメチルケ
タール、ｏ－メトキシベンゾフェノン、トリフェニルホスフィン、トリ－ｏ－トリルホス
フィン、ベンズ[ａ]アントラセン－７，１２－ジオン、２，２－ジエトキシアセトフェノ
ン、ベンジルジメチルケタールなどのベンジルケタール、２－メチル－１－[４－（メチ
ルチオ）フェニル]－２－モルホリノプロパン－１－オン、２－メチルアントラキノン、
２－エチルアントラキノン、２－ｔｅｒｔ－ブチルアントラキノン、１－クロロアントラ
キノン、２－アミルアントラキノンなどのアントラキノン、及び２，３－ブタンジオンな
どである。
【０１０５】
　また、ＤＥ－Ａ１９８２６７１２、ＤＥ－Ａ１９９１３３５３、又はＷＯ９８／３３７
６１などに記載されている、フェニルグリオキサル酸エステル系の非黄変性又は低黄変性
の光開始剤も好ましい。
【０１０６】
　好ましい光開始剤（Ｅ）は、例えば活性化されて分解する光開始剤、いわゆるα－スプ
リッターであり、例えばベンジルジメチルケタールなどのベンジルジアルキルケタール系
の光開始剤が挙げられる。他の有用なα－スプリッターの例としては、ベンゾイン誘導体
、イソブチルベンゾインエーテル；ホスフィンオキサイド、特にモノ－、及びビスアシル
ホスフィンオキサイド、（例えば、ベンゾイルジフェニルホスフィンオキサイド、２，４
，６－トリメチルベンゾイルジフェニルホスフィンオキサイド）、α－ヒドロキシアルキ
ルアセトフェノン（例えば、２－ヒドロキシ－２－メチルフェニルプロパノン（Ｅ．１）
、
【０１０７】
【化４】

【０１０８】
２－ヒドロキシ－１－［４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル］－２－メチル－１－
プロパノン（Ｅ．２））、
【０１０９】
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【化５】

【０１１０】
ホスフィンスルフィド、及びエチル４－ジメチルアミノベンゾエート、及び（Ｅ．３））
【０１１１】
【化６】

【０１１２】
　好ましい他の光開始剤（Ｅ）としては、水素引き抜き性光開始剤、例えば置換又は無置
換アセトフェノン、アントラキノン、チオキサントン、安息香酸エステル、又は置換又は
無置換ベンゾフェノンなどが挙げられる。特に好ましい例としては、イソプロピルチオキ
サントン、ベンゾフェノン、フェニルベンジルケトン、４－メチルベンゾフェノン、ハロ
メチル化ベンゾフェノン、アントロン、ミヒラー・ケトン（４，４'－ビス－Ｎ，Ｎ－ジ
メチルアミノベンゾフェノン）、４－クロロベンゾフェノン、４，４'－ジクロロベンゾ
フェノン、アントラキノンが挙げられる。
【０１１３】
　本発明の一実施形態では、ポリウレタン（Ａ）と光開始剤（Ｅ）との質量比が、３：１
～１００００：１の範囲、好ましくは５：１～５０００：１、最も好ましくは１０：１～
１０００：１範囲となるように、十分な量の光開始剤（Ｅ）を本発明の水性分散液に添加
する。
【０１１４】
　必要に応じて、少なくとも一種のアミン、特に少なくとも一種の第三級アミンなど、少
なくとも一種の共力剤を添加することにより、本発明の水性分散液（Ａ）中の光開始剤（
Ｅ）の効率を、向上させることができる。有用なアミンの例としては、トリエチルアミン
、Ｎ，Ｎ－ジメチルエタノールアミン、Ｎ－メチルエタノールアミン、トリエタノールア
ミン、アミン変性ポリエーテルアクリレートなどのアミノアクリレートなどが挙げられる
。ポリウレタン（Ａ）の合成において第三級アミンなどのアミンを触媒として使用し、合
成後に除去しない場合、触媒として用いた第三級アミンが共力剤として作用することもで
きる。同様に、ＣＯＯＨ基やＳＯ3Ｈ基などの酸性基の中和に用いた第三級アミンが共力
剤として作用することもできる。光開始剤（Ｅ）に対して、２倍モル量以下の共力剤を使
用することができる。
【０１１５】
　本発明の分散液には、Ｃ－Ｃ二重結合を有する一種以上の他の化合物（Ｆ）（以下、不
飽和化合物（Ｆ）ともいう）を添加してもよい。特に好適な不飽和化合物（Ｆ）としては
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、例えば一般式Ｉの化合物が挙げられる。さらに好適な不飽和化合物（Ｆ）としては、下
記一般式Ｆ．１
【０１１６】
【化７】

【０１１７】
（式中、
　Ｒ1及びＲ2は、同一又は異なり、独立して水素及びＣ1～Ｃ10アルキル基から選択され
、
　ｍは、０～２の整数であり、好ましくは１であり、
　Ａ2は、ｍ＝０の時、ＣＨ2、－ＣＨ2－ＣＨ2－、Ｒ8－ＣＨ、又はｐａｒａ－Ｃ6Ｈ4で
あり、ｍ＝１の時、ＣＨ、Ｃ－ＯＨ、Ｃ－Ｏ－Ｃ（Ｏ）－ＣＨ＝ＣＨ2、Ｃ－Ｏ－ＣＯ－
Ｃ（ＣＨ3）＝ＣＨ2、Ｒ8－Ｃ、又は１，３，５－Ｃ6Ｈ3であり、ｍ＝２のとき炭素であ
り、
　Ｒ8は、ｎ－Ｃ4Ｈ9、ｎ－Ｃ3Ｈ7、ｉｓｏ－Ｃ3Ｈ7などのＣ1～Ｃ4アルキル基から選ば
れ、好ましくはＣ2Ｈ5、ＣＨ3、又はフェニルであり、
　Ａ3、Ａ4及びＡ5は、同一又は異なり、それぞれ、－ＣＨ2－、－ＣＨ（ＣＨ3）－、－
ＣＨ（Ｃ2Ｈ5）－、－ＣＨ（Ｃ6Ｈ5）－、－（ＣＨ2）2－、－（ＣＨ2）3、－（ＣＨ2）4

－、－（ＣＨ2）5－、－（ＣＨ2）6－、－（ＣＨ2）7－、－（ＣＨ2）8－、－（ＣＨ2）9

－、－（ＣＨ2）10－、及び－ＣＨ（ＣＨ3）－（ＣＨ2）2－ＣＨ（ＣＨ3）－などのＣ1～
Ｃ20アルキレン基；ｃｉｓ－１，３－シクロペンチリデン、ｔｒａｎｓ－１，３－シクロ
ペンチリデン、ｃｉｓ－１，４－シクロヘキシリデン、ｔｒａｎｓ－１，４－シクロヘキ
シリデンなどのｃｉｓ－又はｔｒａｎｓ－Ｃ4～Ｃ10シクロアルキレン基；それぞれ互い
に隣接していない１～７個の炭素原子が酸素により置換されたＣ1～Ｃ20アルキレン基（
例えば、－ＣＨ2－Ｏ－ＣＨ2－、－（ＣＨ2）2－Ｏ－ＣＨ2－、－（ＣＨ2）2－Ｏ－（Ｃ
Ｈ2）2－、－［（ＣＨ2）2－Ｏ］2－（ＣＨ2）2－、－［（ＣＨ2）2－Ｏ］3－（ＣＨ2）2

－）；４個以下のヒドロキシル基で置換され、及び互いに隣接していない１～７個の炭素
原子が酸素により置換されたＣ1～Ｃ20アルキレン基（例えば、－ＣＨ2－Ｏ－ＣＨ2－Ｃ
Ｈ（ＯＨ）－ＣＨ2－、－ＣＨ2－Ｏ－［ＣＨ2－ＣＨ（ＯＨ）－ＣＨ2］2－、－ＣＨ2－Ｏ
－［ＣＨ2－ＣＨ（ＯＨ）－ＣＨ2］3－）；及び例えばｐａｒａ－Ｃ6Ｈ4などのＣ6～Ｃ14

アリーレン基から選択される）
で示されるものである。
【０１１８】
　一般式Ｆ．１で示される特に好ましい化合物の例としては、トリメチロールプロパント
リ（メタ）アクリレート、三重にエトキシ化されたトリメチロールプロパンのトリ（メタ
）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、及びペンタエリスリ
トールテトラ（メタ）アクリレートが挙げられる。
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【０１１９】
　また、非常に有用な不飽和化合物（Ｆ）の代表例としては、エチレングリコールジ（メ
タ）アクリレート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、トリエチレングリコ
ールジ（メタ）アクリレート、プロピレングリコール（メタ）アクリレート、ジプロピレ
ングリコールジ（メタ）アクリレート、及びトリプロピレングリコールジ（メタ）アクリ
レートが挙げられる。
【０１２０】
　さらに非常に有用な不飽和化合物（Ｆ）の例としては、部分的又は完全に（メタ）アク
リレート化された二量体トリメチロールプロパン、部分的又は完全に（メタ）アクリレー
ト化された二量体トリメチロールエタン、部分的又は完全に（メタ）アクリレート化され
た二量体ペンタエリスリトールなどの部分的又は完全に（メタ）アクリレート化されたポ
リオールが挙げられる。
【０１２１】
　不飽和化合物（Ｆ）は、（Ａ）と（Ｂ）の合計量に対して、合計で１００質量％以下、
好ましくは５０質量％以下、より好ましくは２５質量％以下で添加することができる。
【０１２２】
　本発明の水性分散液は、基材の染色や印刷用の組成物として、あるいはこのような組成
物の製造に非常に有用であり、例えば、顔料染色用の染色液や顔料印刷用の印刷ペースト
の製造に有用である。したがって、本発明は、本発明の水性分散液を、基材の染色又は印
刷用の製剤として、あるいはその製造への利用方法を提供する。同様に、本発明は、少な
くとも一種の本発明の水性分散液を用いた基材の染色方法又は印刷方法を提供する。
【０１２３】
　有用な基材材料としては、以下のものが挙げられる：
　紙、厚紙、カード、木材、及び木台などのセルロース材料、これらはラッカー等で塗装
されていてもよい；
　アルミニウム、鉄、銅、銀、金、亜鉛又はこれらの合金からなる箔、シート又は工作物
等の金属材料、これらはラッカー等で塗装されていてもよい；
　ガラス、磁器や陶器などのケイ酸材料、これらは塗装されていてもよい；
　あらゆる種類の高分子材料、例えばポリスチレン、ポリアミド、ポリエステル、ポリエ
チレン、ポリプロピレン、メラミン樹脂、ポリアクリレート、ポリアクリロニトリル、ポ
リウレタン、ポリカーボネート、ポリ塩化ビニル、ポリビニルアルコール、ポリ酢酸ビニ
ル、ポリビニルピロリドン、及びこれらのブロックコポリマーも含むコポリマー、生分解
性ポリマー、及びゼラチンなどの天然高分子；
　特に、卵殻などの食料品や食料品の各部；及び
　スムースレザー、ナッパレザー又はスエードレザー状の天然及び人口レザー、化粧品；
　ポリエステル、変性ポリエステル、ポリエステル混紡織物、綿、綿混紡織物、黄麻、亜
麻、麻、及びラミーなどの等のセルロース材料、ビスコース、羊毛、絹、ポリアミド、ポ
リアミド混紡織物、ポリアクリロニトリル、トリアセテート、アセテート、ポリカーボネ
ート、ポリプロピレン、ポリ塩化ビニル、ポリエステル－ポリウレタン混紡織物（例えば
、Ｌｙｃｒａ（登録商標））などの混紡織物、ポリエチレン－ポリプロピレン混紡織物、
ポリエステルマイクロファイバー、及びガラス繊維織物などからなる繊維、糸、スレッド
、編み物、織物、不織布、及び衣類。
【０１２４】
　本発明の水性分散液は、インクジェット方式のインクとしてあるいはインク製造用に特
に有用であり、特にインクジェット方式用の水性インクとして有用である。本発明の水性
分散液は、顔料を含有するインクジェット方式用の水性インクの製造に極めて有用である
。したがって、本発明は、本発明の水性分散液をインクジェット方式用インクの製造に利
用する方法を提供する。本発明はまた、少なくとも一種の本発明の水性分散液を利用する
工程を有するインクジェット方式用インクの製造方法を提供する。
【０１２５】
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　本発明では、インクジェット方式用インクを、インクジェットインク又は単にインクと
称する。
【０１２６】
　本発明の一実施形態では、本発明のインクジェットインクは、本発明の水性分散液を、
１～４０質量％、好ましくは２～３５質量％含む。数量の質量％は、本発明のインクの全
質量に対する。
【０１２７】
　本発明の水性分散液は、インクジェットインクとして直接使用することができる。
【０１２８】
　他の実施形態では、本発明のインクジェットインクは、少なくとも一種の混合剤（Ｇ）
を含んでいてもよい。
【０１２９】
　本発明の一実施形態では、本発明の水性分散液を水で希釈し、必要なら一種以上の混合
剤（Ｇ）を添加することにより、本発明のインクジェットインクを製造する。
【０１３０】
　本発明の一実施形態では、本発明のインクジェットインクの固形分含量は、５％～４０
％の範囲、好ましくは３５％以下、より好ましくは１０％～３０％の範囲に設定される。
【０１３１】
　本発明のインクジェット方式インクは、一種以上の有機溶剤を混合剤（Ｇ）として含有
していてもよい。低分子量ポリエチレングリコールが混合剤（Ｇ）として好ましく、これ
らは一種以上の高沸点の水溶性又は水混和性の有機溶剤と混合して使用するのが好ましい
。
【０１３２】
　好ましい低分子量ポリエチレングリコールの平均分子量Ｍnは、通常１００～６０００
ｇ／ｍｏｌ、特に１００～１５００ｇ／ｍｏｌ、最も１５０～５００ｇ／ｍｏｌの範囲内
である。例えば、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、テトラエチレングリ
コール、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエ
ーテル、ジエチレングリコールモノ－ｎ－プロピルエーテル、ジエチレングリコールモノ
イソプロピルエーテル、ジエチレングリコールモノプロピルエーテル、ジエチレングリコ
ールモノ－ｎ－ブチルエーテル、トリエチレングリコールモノメチルエーテル、トリエチ
レングリコールモノエチルエーテル、トリエチレングリコールモノ－ｎ－プロピルエーテ
ル、トリエチレングリコールモノイソプロピルエーテル、及びトリエチレングリコールモ
ノ－ｎ－ブチルエーテルなどが挙げられる。
【０１３３】
　低分子量ポリエチレングリコールが他の有機溶媒との混合物として、混合剤（Ｇ）とし
て用いられた場合、他の有機溶媒は、一般的に高沸点（すなわち、大気圧下での沸点が一
般的に１００℃を超える）であり、ゆえに水に溶解するか混和性の水分保持有機溶剤であ
る。
【０１３４】
　有用な溶媒の例としては、多価アルコール、好ましくは、炭素原子数が２～８個、特に
３～６個の非分岐及び分岐の多価アルコールが挙げられ、例えば、エチレングリコール、
１，２－プロピレングリコール、１，３－プロピレングリコール、グリセロール、エリス
リトール、ペンタエリスリトール、及びアラビトール、アドニトール、及びキシリトール
などのペンチトール、ソルビトール、マンニトール、及びズルシトールなどのヘキシトー
ルが挙げられる。
【０１３５】
　さらに有用な溶媒としては、ポリプロピレングリコール、それらの低級ポリマー（二量
体、三量体、及び四量体）、それらのモノアルキルエーテル（特に、Ｃ1～Ｃ6アルキルエ
ーテル、さらに好ましくはＣ1～Ｃ4アルキルエーテル）が挙げられる。平均分子量Ｍｎが
１００～６０００ｇ／ｍｏｌの範囲、特に最大１５００ｇ／ｍｏｌ、特に１５０～５００
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ｇ／ｍｏｌの範囲のポリプロピレングリコールが好ましい。これらの例としては、ジ－、
トリ－及びテトラ－１，２－及び－１，３－プロピレングリコール、及びジ－、トリ－及
びテトラ－１，２－及び－１，３－プロピレングリコールモノメチル、モノエチル、モノ
－ｎ－プロピル、モノイソプロピル、及びモノ－ｎ－ブチルエーテルが挙げられる。
【０１３６】
　また、溶媒として、低分子量ポリテトラヒドロフランも有用である。好ましい低分子量
ポリテトラヒドロフランの平均分子量ＭWは、通常１５０～５００ｇ／ｍｏｌ、好ましく
は２００～３００ｇ／ｍｏｌ、より好ましくは約２５０ｇ／ｍｏｌ（分子量分布と従って
）である。
【０１３７】
　低分子量ポリテトラヒドロフランは、テトラヒドロフランのカチオン重合による公知の
方法で得られる。生成物は線状ポリテトラメチレングリコールである。
【０１３８】
　さらに有用な溶媒としては、ピロリドンとＮ－アルキルピロリドンが挙げられ、これら
のアルキル鎖は、好ましくは炭素原子数が１～４個、特に好ましくは１又は２個である。
有用なアルキルピロリドンの例としては、Ｎ－メチルピロリドン、Ｎ－エチルピロリドン
、及びＮ－（２－ヒドロキシエチル）ピロリドンが挙げられる。
【０１３９】
　特に好ましい溶媒の例としては、１，２－プロピレングリコール、１，３－プロピレン
グリコール、グリセロール、ソルビトール、ジエチレングリコール、ポリエチレングリコ
ール（Ｍw３００～５００ｇ／ｍｏｌ）、ジエチレングリコールモノブチルエーテル、ト
リエチレングリコールモノブチルエーテル、ピロリドン、Ｎ－メチルピロリドン、及びＮ
－（２－ヒドロキシエチル）ピロリドンが挙げられる。
【０１４０】
　低分子量ポリエチレングリコールを、一種以上の（例えば、２、３、又は４個）上述し
た溶媒と混合して使用してもよい。
【０１４１】
　本発明の一実施形態では、本発明のインクジェット方式インクは、０．１～８０質量％
、好ましくは２～６０質量％、さらに好ましくは５～５０質量％、最も好ましくは１０～
４０質量％の非水溶媒を含んでいてもよい。
【０１４２】
　上述した特に好ましい溶媒の組み合わせを含む混合剤（Ｇ）として用いられる非水溶媒
に、好ましくは、尿素（通常、顔料調製物の質量に対して０．５～３質量％の範囲）を添
加し、これにより溶媒混合物の保水性を高めることができる。
【０１４３】
　本発明のインクジェット方式インクは、さらに従来、水性のインクジェットインクや印
刷や塗装業界で使用されている他の混合剤（Ｇ）を含んでいてもよい。例えば、１，２－
ベンズイソチアゾリ－３－オン（Ａｖｅｃｉａ社からＰｒｏｘｅｌ銘柄として商業的に利
用可能である）及びそのアルカリ金属塩、グルタルアルデヒド及び／又はテトラメチロー
ルアセチレンジウレア、Ｐｒｏｔｅｃｔｏｌｓ（登録商標）、抗酸化剤、アセチレンジオ
ール、１モルのアセチレンジオールあたり２０～４０ｍｏｌのエチレンオキサイドを有し
、分散効果を有し得るエトキシ化アセチレンジオールなどの脱気剤／脱泡剤；粘度調節剤
；流動剤；湿潤剤（例えば、エトキシ化又はプロポキシ化脂肪又はオキソアルコール、プ
ロピレンオキサイド－エチレンオキサイドブロックコポリマー、オレイン酸又はアルキル
フェノールのエトキシ化物、アルキルフェノールエーテル硫酸、アルキルポリグルコシド
、アルキルホスホネート、アルキルフェニルホスホネート、アルキルホスフェイト、およ
びアルキルフェニルホスフェイト又は好ましくはポリエーテルシロキサンコポリマー、特
に好ましくはアルコキシ化２－（３－ヒドロキシプロピル）ヘプタメチルトリシロキサン
などに由来する湿潤性の表面活性剤（通常７～２０個、好ましくは７～１２個のエチレン
オキサイド単位のブロックと２～２０個、好ましくは２～１０個のプロピレンオキサイド
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単位のブロックを有し、顔料調整物中に０．０５～１質量％の量で含まれる）、沈降防止
剤、光沢改良剤、潤滑剤、接着性向上剤、皮張り防止剤、つや消し剤、乳化剤、安定化剤
、疎水化剤、光制御添加剤、手ざわり改良剤、静電防止剤、及びｐＨ調整剤のためのトリ
エタノールアミンなどの塩基、酸、特に乳酸又はクエン酸などのカルボン酸が挙げられる
。これらの添加剤が本発明のインクジェット方式インクの構成成分である場合、その総量
は、本発明の顔料調製物、特に本発明のインクジェット方式用インクの質量に対して、一
般に２質量％、好ましくは１質量％である。
【０１４４】
　さらに有用な混合剤（Ｇ）としては、例えば一般式ＩＩ
【０１４５】
【化８】

【０１４６】
（式中、
　ＡＯは、同一又は異なるアルキレンオキサイド単位、例えばプロピレンオキサイド単位
、ブチレンオキサイド単位を示し、特にエチレンオキサイド単位を示し、
　Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6及びＲ7は、それぞれ同一又は異なり、分岐又は非分岐のＣ1～Ｃ10アル
キル基であり、例えばメチル、エチル、ｎ－プロピル、イソプロピル、ｎ－ブチル、イソ
ブチル、ｓｅｃ－ブチル、ｔｅｒｔ－ブチル、ｎ－ペンチル、イソペンチル、ｓｅｃ－ペ
ンチル、ネオペンチル、１，２－ジメチルプロピル、イソアミル、ｎ－ヘキシル、イソヘ
キシル、ｓｅｃ－ヘキシル、ｎ－ヘプチル、ｎ－オクチル、２－エチルヘキシル、ｎ－ノ
ニル、又はｎ－デシルを示し、さらに好ましくはＣ1～Ｃ4アルキル基、例えばメチル、エ
チル、ｎ－プロピル、イソプロピル、ｎ－ブチル、イソブチル、ｓｅｃ－ブチル、及びｔ
ｅｒｔ－ブチル；及び水素を示し、
　ｂは、それぞれ同一又は異なり、０～５０の範囲、好ましくは０又は１～３０、及びさ
らに好ましくは３～２０の整数から選択される）
で示されるアルコキシ化又は非アルコキシ化アセチレンジオールが挙げられる。
【０１４７】
　本発明の好ましい実施形態では、Ｒ5及びＲ7がメチルである。
【０１４８】
　本発明の好ましい実施形態では、Ｒ5及びＲ7がメチルであり、Ｒ4及びＲ6がイソブチル
である。
【０１４９】
　他の好ましい混合剤としては、下記式ＩＩＩ
【０１５０】
【化９】

【０１５１】
（式中、ｂは上述した通りである）
で示されるアルコキシ化又は非アルコキシ化されたケイ素化合物が挙げられる。
【０１５２】
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　本発明のインクジェット方式インクは、本発明の水性分散液の調製の際に用いることが
できる光開始剤（Ｅ）とは異なる他の光開始剤を含んでいてもよく、光開始剤は上述した
光開始剤から選択される。
【０１５３】
　本発明の一実施形態では、本発明のインクジェット方式インクは、ドイツ標準規格ＤＩ
Ｎ５３０１８に準じて測定された２３℃での動的粘度が、２～８０ｍＰａ・ｓの範囲、好
ましくは３～４０ｍＰａ・ｓの範囲、さらに好ましくは最大２５ｍＰａ・ｓである。
【０１５４】
　本発明の一実施形態では、本発明のインクジェット方式インクは、ドイツ標準規格ＤＩ
Ｎ５３９９３に準じて測定された２５℃での表面張力が、２４～７０ｍＮ／ｍの範囲であ
り、特に好ましくは２５～６０ｍＮ／ｍの範囲である。
【０１５５】
　本発明の一実施形態では、本発明のインクジェット方式インクのｐＨは、５～１０の範
囲であり、好ましくは８～１０の範囲である。
【０１５６】
　本発明のインクジェット方式インクは、優れた性能特性、特に良好な初期印刷性と良好
な使用耐久性（コゲーション（ｋｏｇｅｔｉｏｎ））を有し、また特に、特に好ましい溶
媒の組み合わせが用いられた場合には、良好な乾燥性を示し、高品質の画像、即ち光沢、
陰影の深さ、乾燥摩擦耐久性、光耐久性、水耐久性や湿潤摩擦耐久性に優れた画像を与え
る。これらは特に、塗工紙や普通紙の印刷や織物基材の印刷に有用である。
【０１５７】
　本発明の他の側面は、本発明のインクジェット方式インクの製造方法である。本発明の
インクジェット方式用のインクの製造方法は、例えば一工程以上において、本発明の水性
分散液の少なくとも一種を、水及び必要なら少なくとも一種の混合剤（Ｇ）と相互に混合
する工程を有する。
【０１５８】
　有用な混合方法としては、攪拌、強い振とうや分散が挙げられ、例えば混合は、ボール
ミル又は攪拌ボールミルを用いて実施される。
【０１５９】
　本発明の水性分散液、水、必要であれば（Ｃ）、必要であれば（Ｄ）、必要であれば（
Ｅ）、必要であれば（Ｆ）、及び必要であれば（Ｇ）を混合する際に、添加順序はそれほ
ど重要ではない。
【０１６０】
　したがって、本発明の一形態では、まず少なくとも一種のポリウレタン（Ａ）を合成し
、次に顔料（Ｂ）と共に分散させ、及びその後一種以上の所望の添加剤（Ｃ）、（Ｄ）、
（Ｅ）、（Ｆ）及び／又は（Ｇ）と混合し、混合前又は混合後に水で希釈する。
【０１６１】
　本発明の他の形態では、（ａ）少なくとも一種のポリウレタン（Ａ）及び少なくとも一
種のポリウレタン（Ｄ）を合成し、次に重合防止剤（Ｃ）を混合し、（Ｂ）を分散させ、
水で希釈し、必要に応じて一種以上の所望の添加剤（Ｅ）、（Ｆ）及び／又は（Ｇ）と混
合する。
【０１６２】
　本発明の他の形態では、重合防止剤（Ｃ）の存在下で少なくとも一種のポリウレタン（
Ａ）を合成し、次に顔料（Ｂ）、少なくとも一種の所望の添加剤（Ｄ）、（Ｅ）、（Ｆ）
、及び（Ｇ）と分散する。
【０１６３】
　本発明の他の形態では、少なくとも一種のポリウレタン（Ａ）及び少なくとも一種のポ
リウレタン（Ｄ）を重合防止剤（Ｃ）の存在下で合成し、次に顔料（Ｂ）及び少なくとも
一種の所望の添加剤（Ｅ）、（Ｆ）及び（Ｇ）と分散する。
【０１６４】
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　本発明の他の形態は、少なくとも一種の本発明のインクジェット方式インクを用いた、
インクジェット方式によるシート状又は３次元の基材の印刷方法であり、以下では本発明
の印刷方法と称する。本発明の印刷方法を実施するためには、少なくとも一種の本発明の
インクジェットインクを基材に印刷する。本発明の印刷方法の好ましい形態では、少なく
とも一種の本発明のインクジェットインクを基材上に印刷した後、化学線照射により処理
する工程を有する。
【０１６５】
　このインクジェット方式では、通常水性インクを小さな液滴として基材上に直接噴射す
る。インクを一定の速度でノズルを介して加圧し、印刷パターンに応じて電界により基材
上に直接噴射する連続方法と、着色ドットが現れるべき場所のみインクを吐出する非連続
式又はドロップ・オン・デマンド方法とがある。なお、後者の方法は、圧電性結晶（ｐｉ
ｅｚｏｅｌｅｃｔｒｉｃ　ｃｒｙｓｔａｌ）又は加熱された中空の針（バブル又はサーマ
ルジェット方式）を用いてインク系に圧力をかけてインク液滴を吐出する方法である。こ
れらの方法は、Ｔｅｘｔ．Ｃｈｅｍ．Ｃｏｌｏｒ、第１９（８）版、第２３頁～第２９頁
、１９８７、及び第２１（６）版、第２７頁～第３２頁、１９８９に記載されている。
【０１６６】
　本発明のインクは、バブルジェット（登録商標）法や圧電性結晶を使用する方法に特に
有用である。
【０１６７】
　本発明のインクジェットインクは、化学線で硬化する。例えば２００ｎｍ～４５０ｎｍ
の範囲の波長の化学線が有用である。７０ｍＪ／ｃｍ2～２０００ｍＪ／ｃｍ2の範囲のエ
ネルギーを有する化学線が有用である。化学線照射は、連続的に行ってもあるいは、例え
ばフラッシュ状に行ってもよい。
【０１６８】
　本発明の一実施形態では、印刷後、化学線による処理前に、基材材料を熱的又はＩＲ照
射で中間乾燥させてもよい。好ましい条件の例としては、温度が３０～１２０℃の範囲で
あり、乾燥時間が１０秒～２４時間、好ましくは最大３０分、さらに好ましくは最大５分
である。有用な赤外線は、例えば８００ｎｍを超える波長領域の赤外線である。有用な中
間乾燥装置としては、熱中間乾燥用真空乾燥キャビネットのような乾燥キャビネットや赤
外線ランプが挙げられる。
【０１６９】
　同様に、化学線照射の際に放出した熱が中間乾燥効果を有していてもよい。
【０１７０】
　しかしながら、本発明のインクジェットインクを用いて得られるインク及び印刷物は、
化学線照射を用いて又は用いずに、熱により硬化することができる。例えば、本発明のイ
ンクジェットインクを用いて得られた印刷物は、２５～１５０℃、好ましくは１００～１
５０℃、より好ましくは１２０～１５０℃で乾燥させることにより定着させることができ
る。
【０１７１】
　さらに、本発明は、上述した本発明の印刷方法のうちの一種によって得られ、特にパリ
ッとした感じの印刷画像や印刷図、また優れた手触りを持つ、紙、厚紙、卵殻などの食料
品や食料品の各部、特に織物基材を提供する。また、本発明により印刷された基材は、軟
スポットがほとんどない。
【０１７２】
　本発明の他の実施形態では、それぞれ異なる色を有する異なる顔料を含む、二種以上の
、好ましくは三種以上の異なる本発明のインクジェット方式インクを組み合わせてセット
とすることができる。
【０１７３】
　さらに、本発明は、少なくとも一種の顔料（Ｂ）、少なくとも一種の重合防止剤（Ｃ）
、及び少なくとも一種のポリウレタン（Ａ）を分散させることにより製造される少なくと
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　（ａ）１５質量％～７０質量％、好ましくは３０質量％～６０質量％の、一分子あたり
平均で１～１０個のアロファナート基及び平均で１～１０個のＣ－Ｃ二重結合を含むジ又
はポリイソシアネート、及び、必要に応じて
　（ｂ）０質量％～６０質量％、好ましくは０質量％～２０質量％の他のジ又はポリイソ
シアネートを、
　（ｃ）５質量％～５０質量％、３０質量％～５０質量％の、少なくとも２個のイソシア
ネート反応性基を有する化合物と、
反応させることにより得られるものである顔料を提供する（数量の質量％は、ポリウレタ
ン（Ａ）の全量に基づく）。
【０１７４】
　特に本発明は、少なくとも一部分が被覆された上述した顔料であって、ジ又はポリイソ
シアネート（ａ）が、少なくとも一種のジ又はポリイソシアネート（ａ１）と、下記一般
式Ｉ
【０１７５】
【化１０】

【０１７６】
（式中、
　Ｒ1及びＲ2は、同一又は異なり、水素、及びＣ1～Ｃ10アルキルから独立して選択され
、
　Ｘ1は、酸素及びＮ－Ｒ3から選択され、
　Ａ1は、Ｃ1～Ｃ4アルキル、フェニル、又はＯ－Ｃ1～Ｃ4アルキルによって、非置換で
あるか又は単置換若しくは多置換されたＣ1～Ｃ20アルキレンから選択され、ここで、Ｃ1

～Ｃ20アルキレンの一種以上の隣接していないＣＨ2基が、酸素によって置換されていて
もよく；
　Ｘ2は、水酸基及びＮＨ－Ｒ3から選択され、
Ｒ3は、それぞれ同一又は異なり、水素、Ｃ1～Ｃ10アルキル、及びフェニルから選択され
る）
で示される少なくとも一種の化合物により得られる顔料を提供する。
【０１７７】
　特に、本発明は、ポリウレタン（Ａ）によって少なくとも部分的に被覆された顔料であ
って、ポリウレタン（Ａ）が
　（ａ）１５質量％～７０質量％の、一分子あたり平均で１～１０個のアロファナート基
及び平均で１～１０個のＣ－Ｃ二重結合を含むジ又はポリイソシアネート、及び、必要に
応じて
　（ｂ）０質量％～６０質量％の他のジ又はポリイソシアネートを、
　（ｃ）５質量％～５０質量％の、少なくとも２個のイソシアネート反応性基を有する化
合物、及び
　（ｄ）下記一般式Ｉ
【０１７８】
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【化１１】

【０１７９】
　（式中、
　Ｒ1及びＲ2は、同一又は異なり、水素、及びＣ1～Ｃ10アルキルから独立して選択され
、
　Ｘ1は、酸素及びＮ－Ｒ3から選択され、
　Ａ1は、Ｃ1～Ｃ4アルキル、フェニル、又はＯ－Ｃ1～Ｃ4アルキルによって、非置換で
あるか又は単置換若しくは多置換されたＣ1～Ｃ20アルキレンから選択され、ここで、Ｃ1

～Ｃ20アルキレンの一種以上の隣接していないＣＨ2基が、酸素によって置換されていて
もよく；
　Ｘ2は、水酸基及びＮＨ－Ｒ3から選択され、
Ｒ3は、それぞれ同一又は異なり、水素、Ｃ1～Ｃ10アルキル、及びフェニルから選択され
る）
で示される少なくとも一種の化合物と反応させることにより得られる顔料を提供する。
【０１８０】
　本発明の少なくとも部分的に被覆された顔料の製造方法は、上記に記載しており、同様
に本発明の課題に不可欠な要素である。
【０１８１】
　本発明の少なくとも部分的に被覆された顔料は、例えば、乾燥、凍結乾燥、濾過又はこ
れらの組み合わせにより、本発明の水性分散液から水を除去することによって得られる。
【０１８２】
　少なくとも部分的に被覆された本発明の顔料は、インクジェット方式のインクの製造に
特に有用である。
【０１８３】
　さらに、本発明は、
　（ａ）１５質量％～７０質量％、好ましくは３０質量％～６０質量％の、一分子あたり
平均で１～１０個のアロファナート基及び平均で１～１０個のＣ－Ｃ二重結合を含むジ又
はポリイソシアネート、及び、
　（ｂ）必要に応じて、０質量％～６０質量％、好ましくは０質量％～２０質量％の他の
ジ又はポリイソシアネートを、
　（ｃ）５質量％～５０質量％、３０質量％～５０質量％の、少なくとも２個のイソシア
ネート反応性基を有する化合物、及び、必要に応じて
　（ｄ）一般式Ｉで示される少なくとも一種の化合物と、
反応させることにより得られるポリウレタン（Ａ）を提供する。
【０１８４】
　数量の質量％は、ポリウレタン（Ａ）の全量に基づく。
【０１８５】
　本発明の一実施形態では、本発明のポリウレタン（Ａ）は、水素化ヨウ素数の測定及び
1Ｈ－ＮＭＲ分光法などにより測定することができる二重結合密度が、（Ａ）の０．１～
５ｍｏｌ／ｋｇ、好ましくは（Ａ）の０．５～３ｍｏｌ／ｋｇ、最も好ましくは（Ａ）の
１～２ｍｏｌ／ｋｇである。
【０１８６】
　合成の間、又は合成の直後に、少なくとも一種の重合防止剤（Ｃ）を混合することで、
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本発明のポリウレタン（Ａ）の耐久性が向上する。
【０１８７】
　本発明のポリウレタン（Ａ）の製造方法は、上記に記載しており、同様に本発明の課題
に不可欠な要素である。
【０１８８】
　本発明のポリウレタン（Ａ）は、本発明のインクジェットインクの製造、及び本発明の
水性分散液の製造に特に有用である。
【実施例】
【０１８９】
　本発明を実施例により具体的に説明する。
【０１９０】
　一般的な前置き
　いずれの場合も、ＮＣＯ含量はドイツ標準規格ＤＩＮ５３１８５に準拠した滴定法によ
り測定した。
【０１９１】
　本発明の顔料の被覆の程度は、凍結割断法を用いて透過型電子顕微鏡により測定した。
本発明における固形分％濃度は、すべて質量％である。本発明における固形分はすべて１
５０℃、３０分間乾燥させることにより測定した。
【０１９２】
　動的粘度は、それぞれ室温で測定した。
【０１９３】
　Ｉ．本発明の少なくとも部分的に被覆された顔料の製造
　Ｉ．１．本発明のポリウレタン（Ａ．１）の製造
　Ｉ．１．１　アロファナート基及びＣ－Ｃ二重結合を有するジイソシアネート（ａ．１
）の製造
　ＥＰ１１４４４７６Ｂ１の実施例１．１を繰り返した。ヘキサメチレンジイソシアネー
ト（ＨＤＩ）（ａ．１．１）を２－ヒドロキシエチルアクリレート及び窒素と撹拌フラス
コ中で混合し、８０℃に加熱した。２００質量ｐｐｍのＮ，Ｎ，Ｎ－トリメチル－Ｎ－（
２－ヒドロキシプロピル）アンモニウム２－エチルヘキサノエート
【０１９４】
【化１２】

を加えた後、３０分間以内で１２０℃まで昇温した。その後、滴定により測定されるＮＣ
Ｏ含量が反応混合物の全量に対して２５質量％となるまで、得られた反応混合物を連続的
に撹拌しながら１２０℃に維持した。（ａ．１．１）に対して２５０質量ｐｐｍのジ（２
－エチルヘキシル）ホスフェイトを添加することにより反応を停止した。次に、得られた
混合物から未反応のＨＤＩを、１３５℃、２．５ｍｂａｒの薄膜蒸発器中で除去した。得
られたジイソシアネート（ａ．１）のＮＣＯ含量は１５質量％、２３℃での粘度は１２０
０ｍＰａ・ｓであった。残ったＨＤＩ含量は０．５質量％未満であった。Ｃ－Ｃ二重結合
の密度は１分子あたり２個のＣ－Ｃ二重結合であった。
【０１９５】
　Ｉ．１．２　本発明のポリウレタン（Ａ．１）への（ａ．１）の変換
　モル比１：１：２のイソフタル酸、アジピン酸及び１，４－ジヒドロキシメチルシクロ
ヘキサン（異性体混合物）の重縮合により得られた、分子量Ｍwが８００ｇ／ｍｏｌのポ
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リエステルジオール７５．７ｇを、１２０℃まで加熱した。得られた溶融物を、スターラ
ー、還流冷却器、ガス導入管及び滴下漏斗を備えた２リットル反応容器に移し、窒素雰囲
気下で１３０℃まで加熱した。ポリエステルジオールが一度、透明な溶融物となった時点
で、撹拌しながら８０℃まで冷却した。その後、ネオペンチルグリコール９．８ｇと１，
１－ジメチロールプロピオン酸３２．３ｇ、重合防止剤（Ｃ．１）０．２８ｇ、及び重合
防止剤（Ｃ．２）０．１４ｇ
【０１９６】
【化１３】

【０１９７】
（式中、Ｍｅ＝ＣＨ3）を添加し、６０℃まで冷却した。その後、テトラヒドロフラン（
ＴＨＦ）２７８．４ｇ、ジイソシアネート（ａ．１）１１１．４ｇ及びヘキサメチレンジ
イソシアネート（ＨＤＩ）（ａ．２．１）４９．３ｇを加えた。次に、ジ－ｎ－ブチルス
ズジラウレート（全固形分に対して１０００ｐｐｍ）０．２８ｇを添加し、滴定により測
定されるＮＣＯ含量が反応混合物の全量に対して０．９質量％に減少するまで、６０℃で
攪拌した。その後、氷浴を用いて反応混合物を室温まで冷却し、ＴＨＦ１２．６ｇに溶解
したジエタノールアミン１２．６ｇを添加することにより反応を停止させた。この酸性基
を、ＴＨＦ２４．３ｇに溶解したトリエチルアミン２４．３ｇで中和し、本発明のポリウ
レタン（Ａ．１）を得た。本発明のポリウレタン（Ａ．１）のガラス転移温度は３６℃で
あった。
【０１９８】
　Ｉ．１．２　本発明のポリウレタン（Ａ．２）への（ａ．１）の変換
　モル比１：１：２のイソフタル酸、アジピン酸及び１，４－ジヒドロキシメチルシクロ
ヘキサン（異性体混合物）の重縮合により得られた、分子量Ｍwが８００ｇ／ｍｏｌのポ
リエステルジオール６３．１ｇを、１２０℃まで加熱した。得られた溶融物を、スターラ
ー、還流冷却器、ガス導入管及び滴下漏斗を備えた２リットル反応容器に移し、窒素雰囲
気下で１３０℃まで加熱した。ポリエステルジオールが一度、透明な溶融物となった時点
で、撹拌しながら８０℃まで冷却した。その後、ネオペンチルグリコール８．２ｇと１，
１－ジメチロールプロピオン酸２６．８ｇ、重合防止剤（Ｃ．１）０．３ｇ、及び重合防
止剤（Ｃ．２）０．１５ｇを添加し、６０℃まで冷却した。その後、テトラヒドロフラン
（ＴＨＦ）２９７．５ｇ、ジイソシアネート（ａ．１）１８５．６ｇ及びヘキサメチレン
ジイソシアネート（ＨＤＩ）（ａ．２．１）１３．７ｇを加えた。次に、ジ－ｎ－ブチル
スズジラウレート（全固形分に対して１０００ｐｐｍ）０．３ｇを添加し、滴定により測
定されるＮＣＯ含量が反応混合物の全量に対して０．７質量％に減少するまで、６０℃で
攪拌した。その後、氷浴を用いて反応混合物を室温まで冷却し、ＴＨＦ１０．５ｇに溶解
したジエタノールアミン１０．５ｇを添加することにより反応を停止させた。この酸性基
を、ＴＨＦ２０．２ｇに溶解したトリエチルアミン２０．２ｇで中和し、本発明のポリウ
レタン（Ａ．２）を得た。本発明のポリウレタン（Ａ．２）のガラス転移温度は３４℃で
あった。
【０１９９】
　Ｉ．１．３本発明のポリウレタンへ（Ａ．３）への（ａ．１）の変換
　モル比１：１：２のイソフタル酸、アジピン酸及び１，４－ジヒドロキシメチルシクロ
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ヘキサン（異性体混合物）の重縮合により得られた、分子量Ｍwが８００ｇ／ｍｏｌのポ
リエステルジオール７５．７ｇを、１２０℃まで加熱した。得られた溶融物を、スターラ
ー、還流冷却器、ガス導入管及び滴下漏斗を備えた２リットル反応容器に移し、窒素雰囲
気下で１３０℃まで加熱した。ポリエステルジオールが一度、透明な溶融物となった時点
で、撹拌しながら８０℃まで冷却した。その後、ネオペンチルグリコール９．８ｇと１，
１－ジメチロールプロピオン酸３２．３ｇ、重合防止剤（Ｃ．１）０．３ｇ、及び重合防
止剤（Ｃ．２）０．１４ｇを添加し、６０℃まで冷却した。その後、アセトン２７８．４
ｇ、ジイソシアネート（ａ．１）１１１．４ｇ及びヘキサメチレンジイソシアネート（Ｈ
ＤＩ）（ａ．２．１）４９．３ｇを加えた。次に、ジ－ｎ－ブチルスズジラウレート（全
固形分に対して１０００ｐｐｍ）０．３ｇを添加し、滴定により測定されるＮＣＯ含量が
反応混合物の全量に対して０．９質量％に減少するまで、６０℃で攪拌した。その後、氷
浴を用いて反応混合物を室温まで冷却し、アセトン１２．６ｇに溶解したジエタノールア
ミン１２．６を添加することにより反応を停止させた。この酸性基を、アセトン４．３ｇ
に溶解したトリエチルアミン２４．３ｇで中和し、本発明のポリウレタン（Ａ．３）を得
た。本発明のポリウレタン（Ａ．３）のガラス転移温度は３２℃であった。
【０２００】
　Ｉ．２．本発明の少なくとも部分的に被覆された顔料の水性分散液の製造、一般的な調
製
　本発明の水性分散液を、６０ｇのガラスボール（直径０．２５～０．５ｍｍ）を用いた
スカンデックス振とう機で製造した。組成は表１にまとめて記載する。原料とガラスボー
ルをスカンデックスに測り入れ、混合物を表１に示す時間で振とうした。その後、試料を
取り出し、分散した顔料の平均径を測定し（コールターカウンターＬＳ２３０）、被覆の
程度を測定した。ｐＨを測定し、必要に応じてトリエタノールアミンで８～８．５に調整
した。本発明の水性分散液ＷＤ．１～ＷＤ．３を得た。
【０２０１】
【表１】

【０２０２】
　表１において、原料の量は、特別な記載のない限り、ｇで示してある。
（Ｂ）：Ｃ．Ｉ．Ｐ．Ｒ．（ピグメントレッド）１２２。（Ａ．２）は固形分含有量で計
算した。
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　殺生物剤１は、１，２－ベンズイソチアゾリン－３－オンを２０質量％含むプロピレン
グリコール溶液である。
　添加剤：
【０２０３】
【化１４】

　（Ｇ．２）：ポリエチレングリコール、Ｍn２００ｇ／ｍｏｌ。
【０２０４】
　ＩＩ．本発明のインクジェット方式用インクの調製
　ＩＩ．１　本発明のインクジェット方式用マゼンタインクＴ．１の調製
　以下のものを、ガラスビーカー中で互いに混合した：
　２０ｇのＷＤ．１、
　１ｇの尿素、
　０．３６ｇの光開始剤（Ｅ．１）
　３ｇの平均分子量Ｍnが２００ｇ／ｍｏｌのポリエチレングリコール、
　４．５ｇの１，２－ペンタンジオール、
　１３ｇのグリセロール、
　０．４ｇの２０質量％のベンズイソチアゾリン－３－オンを含むプロピレングリコール
溶液、
　０．０５ｇの式［（ＣＨ3）3Ｓｉ－Ｏ］2－Ｓｉ（ＣＨ3）－Ｏ－（ＣＨ2）3－Ｏ（ＣＨ

2ＣＨ2Ｏ）8－Ｈで表されるエトキシ化トリシロキサン、
　０．２ｇのトリエタノールアミン、
　５７．６９ｇの蒸留水。
【０２０５】
　ガラス繊維フィルター（カットオフサイズ　１μｍ）でろ過して、本発明のインクＴ．
１を得た。本発明のインクＴ．１は、ｐＨが８．９で、動的粘度が３．４ｍＰａ・ｓであ
った。
【０２０６】
【化１５】

【０２０７】
　ＩＩ．２　本発明のインクジェット方式用マゼンタインクＴ．２の調製
　以下のものを、ガラスビーカー中で互いに混合した：
　２０ｇのＷＤ．２、
　１ｇの尿素、
　３ｇの平均分子量Ｍnが２００ｇ／ｍｏｌのポリエチレングリコール、
　４．５ｇの１，２－ペンタンジオール、
　１３ｇのグリセロール、
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　０．４ｇの２０質量％のベンズイソチアゾリン－３－オンを含むプロピレングリコール
溶液、
　０．０５ｇの式［（ＣＨ3）3Ｓｉ－Ｏ］2－Ｓｉ（ＣＨ3）－Ｏ－（ＣＨ2）3－Ｏ（ＣＨ

2ＣＨ2Ｏ）8－Ｈで表されるエトキシ化トリシロキサン、
　５７．４９ｇの蒸留水。
【０２０８】
　ガラス繊維フィルター（カットオフサイズ　１μｍ）でろ過して、本発明のインクＴ．
２を得た。本発明のインクＴ．２は、ｐＨが８．４で、動的粘度が３．７ｍＰａ・ｓであ
った。
【０２０９】
　ＩＩ．３　本発明のインクジェット方式用マゼンタインクＴ．３の調製
　以下のものを、ガラスビーカー中で互いに混合した：
　２０ｇのＷＤ．３、
　１ｇの尿素、
　０．３６ｇの光開始剤（Ｅ．１）、
　３ｇの平均分子量Ｍnが２００ｇ／ｍｏｌのポリエチレングリコール、
　４．５ｇの１，２－ペンタンジオール、
　１３ｇのグリセロール、
　０．４ｇの２０質量％のベンズイソチアゾリン－３－オンを含むプロピレングリコール
溶液、
　０．０５ｇの式［（ＣＨ3）3Ｓｉ－Ｏ］2－Ｓｉ（ＣＨ3）－Ｏ－（ＣＨ2）3－Ｏ（ＣＨ

2ＣＨ2Ｏ）8－Ｈで表されるエトキシ化トリシロキサン、
　０．２ｇのトリエタノールアミン、
　５７．４９ｇの蒸留水。
【０２１０】
　ガラス繊維フィルター（カットオフサイズ　１μｍ）でろ過して、本発明のインクＴ．
３を得た。本発明のインクＴ．３は、ｐＨが９．１で、動的粘度が３．５ｍＰａ・ｓであ
った。
【０２１１】
　ＩＩＩ．本発明のインクジェット方式用インクの印刷試験
　本発明のインクＴ．１、Ｔ．２、及びＴ．３をそれぞれカートリッジに充填し、Ｍｉｍ
ａｋｉ　ＴＸ２　７２０プリンターを用いて７２０ｄｐｉで未処理の綿布に印刷した。ノ
ズルの目詰まりなく印刷物が得られた。
【０２１２】
　次に、綿布に三種の処理を行った：
　処理１では、熱乾燥を行わずに化学線に暴露した。
　処理２では、後の光への暴露を行わずに熱乾燥した。
　処理３では、後の熱乾燥を伴って化学線に暴露した。
【０２１３】
　熱乾燥では、乾燥キャビネット中、１５０℃で５分間、乾燥した。
【０２１４】
　化学線の照射は、２個の異なるＵＶランプ（Ｅｔａ　Ｐｌｕｓ　Ｍ－４００－Ｕ２Ｈ、
Ｅｔａ　Ｐｌｕｓ　Ｍ－４００－Ｕ２ＨＣ）を有するＩＳＴからＵＶ照射器を用いて行っ
た。暴露時間は、６００ｍＪ／ｃｍ2のエネルギー投入量で、１０秒間であった。
【０２１５】
　表２の通り、本発明の印刷基材Ｓ１．１～Ｓ１．３、Ｓ２．１～Ｓ２．３、及びＳ３．
１～Ｓ３．３が得られた。耐擦過性はＩＳＯ－１０５－Ｄ０２：１９９３に準じて決定し
た。また洗濯堅牢性はＩＳＯ－１０５－Ｃ０６：１９９４に準じて決定した。
【０２１６】
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